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はじめに  

 

2011 年 3 月の東日本大震災では，マグニチュード 9.0 の地震に起因する大津波が東京電

力福島第一原子力発電所（以下，「1F」）を襲い，1～4 号機で未曽有の事故が発生した。それ

から既に 13 年が経過したが，事故発生直後より国・東電が中核となり，まさに国が一丸となっ

て，さらには国際的に広範な支援・協力も得た総力を挙げての取り組みにより，初期段階にお

ける緊急時対応と復旧活動，その後の汚染水対策など，比較的早期に 1F の安定化が達成さ

れるとともに，継続的な汚染水対策，環境負荷低減・廃棄物対策、さらには今後の廃止措置に

向けての取り組みへと進展が図られてきている。 

本調査研究では，このようなオールジャパンでの取り組みの全体を俯瞰しつつ，特に原子

力発電所事故の放射能汚染という大変過酷な環境下において，主に土木分野の技術や技術

者がどのような役割を果たしてきたかについて，以下のような体系的な調査・取りまとめを行っ

た。 

1）事故時の緊急時対策・汚染水対策等へ土木技術が果たした役割の体系的整理 

国内外で検討され適用されてきた緊急時・汚染水対策等の技術に係る土木分野の技術情

報を中心に収集・分類・整理するとともに，それらの広範な技術蓄積を事故時対策事例として，

また，これまでどのような役割を果たしてきたか等の貢献状況を時系列的な進展も考慮しつつ，

下記の構成で体系的に取りまとめた。 

・初期段階の土木分野の復旧活動  

構内道路の健全性確認，がれきの撤去，汚染水の流出防止対策，あるいは海域汚染

拡大防止対策，放射性物質の飛散防止対策，津波対策等の情報の整理 

・汚染水処理対策 

 汚染水処理対策の全体像，ならびに 3 つの汚染水対策の方針 （汚染源を取り除く，汚

染源に水を近づけない，汚染水を漏らさない）に基づいて検討・適用された個別対策技

術の分類・整理 

・環境負荷低減・廃棄物対策 

 海底土被覆等の汚染拡大防止対策，がれきの撤去に資する遠隔操作等の技術，がれ

きの一時保管等の情報の整理 

 



 

 
 

2）固体廃棄物*1の合理的な安定保管・管理技術 

・1F 事故で発生したがれき等の安定保管・管理の対象となる固体廃棄物の種類と発生量，

ならびに将来の発生量予測ついて公表された内容等の整理 

・安定かつ合理的な保管・管理方法に関して，対象廃棄物ごとの処理・保管施設の整備・管

理状況の推移を調査し，さらに減容・安定化等も考慮したそれぞれの保管方法の特徴，

工夫した点や効果及び課題に関する分類・整理 

・水処理二次廃棄物の種類・発生量と管理状況，将来の発生量予測について公表された

内容等の整理 

・水処理二次廃棄物の保管・管理方法のフローと施設の整備状況，それらの特徴，工夫し

た点や効果及び課題等に関する分類・整理 

3）技術提案の公募 

放射性物質による汚染拡大防止等の対策について，国内外の英智を集めるため，国際

廃炉研究開発機構（IRID）や経済産業省・資源エネルギー庁により実施された国際的な技

術公募に対して多くの技術提案があり，その一部は実際に採用・適用されるなど，1F の安

定化に寄与した経緯等を分類・整理 

 

以上，本調査研究の結果は，将来において仮に原子力事故が起こるというリスクを想定した

場合でも，適切な対応がとれるように土木工学としても十分な備えを受け継いでいくことが重要

であるとの認識のもと，1F における甚大な原子力事故の対策事例を確実に伝えていくことが現

世代の我々技術者の重要な使命であると考え，そのための基礎資料として，また，次世代を

担う若手土木技術者への貴重な技術情報，教訓としてのメッセージに資することができれば幸

いである。 
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                 土木学会 エネルギー委員会 

                 低レベル放射性廃棄物・汚染廃棄物対策に関する研究小委員会 

委 員 長     大西 有三    
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*1 本調査研究では，福島第一原子力発電所事故で発生したがれき類（がれき，資機材，土壌等），伐採

木，使用済保護衣及び水処理二次廃棄物等の廃棄物を総称して「固体廃棄物」と称す。 
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 概説 

 報告書作成の目的 

本報告書作成の目的は，以下のとおりである。 

①事故時の緊急時対応，汚染拡大防止対策等の技術蓄積の整理・体系化 

東京電力福島第一原子力発電所では，事故直後より国内外の技術を総動員して事故

収束・汚染水対策等，多方面の検討が行われ対策工が実施されてきた。そこで，国内外

で検討された土木分野の公開情報を収集・分類・整理して，福島第一原子力発電所で

実施してきた広範な技術を事故時対策事例として体系的に取りまとめ，次世代への重要

な技術情報として伝えていくことに寄与することを目的とする。 

②固体廃棄物の合理的な安定保管・管理技術 

福島第一原子力発電所の廃止措置等については，2017 年度内に「廃棄物の処理・処

分に関する基本的な考え方」を取りまとめるとともに，2021 年度頃までを目途に，処理・処

分方策とその安全性に関する技術的な見通しを得ることとしている 1) *2。 

今後の固体廃棄物の合理的な安定管理・保管技術の検討に資することを目的に，

2017 年度に国により取りまとめられた「廃棄物の処理・処分に関する基本的な考え方」2），

3）を考慮しつつ，処理・処分の実施に至るまでの数 10 年の長期を見据え，サイトにおい

て発生している固体廃棄物の現状把握も踏まえ，これまでに実施した合理的な安定保

管・管理技術等について取りまとめた。 

 

 事故直後から 2018 年 10 月までに発生したトラブルや取り組み 

東京電力は，同社のホームページで福島第一原子力発電所の廃炉作業の進捗等を紹介

する「廃炉への軌跡～since 2011.3.11～」を公開し，事故直後からのトラブルや汚染水処理対

策，環境負荷低減・廃棄物対策等の現在までの取り組み状況を時系列で掲載している 4)。 

表 1-1，表 1-2 は，事故直後から現在までに発生した様々なトラブルや進捗した取り組みを

示したもので，土木分野が関わった取り組み等を赤枠で示した。 

 

 

                                                      
*2 肩番号は参考文献の番号を示す。 
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表 1-1 事故直後から 2018 年 10 月までに発生した様々なトラブルや進捗した取り組み  

 
東京電力：廃炉への軌跡～since 2011.3.11～4） ，2018 年 10 月 15 日現在を基に作成 
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表 1-2 事故直後から 2018 年 10 月までに発生した様々なトラブルや進捗した取り組み 

 
東京電力：廃炉への軌跡～since 2011.3.11～4） ，2018 年 10 月 15 日現在を基に作成 
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 報告書の構成 

事故発生以降，2018 年度までの土木分野における汚染拡大防止対策の取り組みを表 1-3

に示す。汚染拡大防止対策は大きく以下のように区分される。 

Ⅰ．汚染水処理対策  

Ⅱ．環境負荷低減・廃棄物対策 

Ⅲ．固体廃棄物の安定保管・管理 

また，時系列的には以下のように区分することができる。 

①事故初期段階の復旧活動  

②3 つの方針に基づく汚染水処理対策 

③事故直後から継続して実施している環境負荷低減・廃棄物対策，ならびに固体廃棄物

の保管・管理 

本報告書は，「Ⅰ．汚染水処理対策」， 「Ⅱ．環境負荷低減・廃棄物対策」，ならびに「Ⅲ．

固体廃棄物の安定保管・管理」における土木分野の取り組み状況，さらに「① 事故初期段階

の土木分野の復旧活動」等の情報を取りまとめ，以下の構成とした。 

2．事故初期段階の土木分野の復旧活動 

3．汚染水処理対策，環境負荷低減・廃棄物対策 

4．固体廃棄物の合理的な安定保管・管理技術 

5．技術提案の公募 

本報告書で用いた情報は，主に東京電力，原子力規制委員会 特定原子力施設監視・評

価検討会，経済産業省 廃炉・汚染水対策ポータルサイト等のホームページに掲載されている

数多くの公開情報のうち，汚染水処理対策工がほぼ全て完成して稼働を開始した 2018 年 12

月までの情報を主な対象とした。 
本報告書の作成に際しては、公開情報の内容が適切である，不適切である，間違っている

などの評価を避け，資料に基づいて調査・設計検討，施工，対策工の効果，品質管理，安全

対策などに着目した情報を収集して体系的な取りまとめを行った。 
 
事故初期段階の土木分野の復旧活動は主に以下の対策が実施され，これらの取り組みを

「2．事故初期段階の土木分野の復旧活動」でまとめた。 

○高濃度汚染水の流出防止対策  

（高濃度汚染水の流出箇所の緊急対策，取水口角落の設置，海水配管トレンチ立坑･

ピットの閉塞，護岸損傷箇所の補修，高濃度汚染水の移送等） 

○海域汚染防止対策  

（シルトフェンスの設置，透過防止工破損箇所の補修，ゼオライト土嚢の投入と循環型

浄化装置の設置，海底土被覆等） 

○放射性物質の飛散防止対策  

（飛散防止剤の散布等） 

○津波対策  

（仮設防潮堤の設置，北側防潮堤の補修等） 

汚染水処理対策，環境負荷低減・廃棄物対策のうち汚染水処理対策は，経済産業省の

「汚染水処理対策委員会」の下に設置された小委員会，タスクフォース，サブグループと東京

電力によって，リスクの洗い出し，地下水や雨水の挙動に関する検討を踏まえた汚染水処理
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対策の全体像についての精力的な議論が行われ（図 1-1），「東京電力(株)福島第一原子力

発電所における予防的・重層的な汚染水処理対策～総合的リスクマネジメントの徹底を通じて

～」2）とした報告書が取りまとめられ政府に提出された（平成 25 年 12 月 10 日）。報告書では，

汚染水処理対策の 3 つの方針（汚染源を取り除く，汚染源に水を近づけない，汚染水を漏ら

さない）が示された（図 1-2）。 

汚染水処理対策は，この 3 つの方針に基づいた「汚染水処理対策の全体計画の策定」や

「個別の対策工の設計・施工」について，原子力規制委員会，汚染水処理対策委員会での議

論を経ながら現場の施工を展開し，2018 年 12 月時点でほぼ全ての対策工が完成して稼働し

ている。現在は，計測データ等に基づいた対策工の効果の評価，ならびに今後の汚染水の発

生量予測や中期的なリスク低減などの更なるリスク対策についての検討を行っている段階であ

る。これらの取り組みを「3.2 汚染水処理対策」でまとめた。 
 

 

図 1-1 汚染水処理対策委員会の構成と検討の流れ 2)より引用 

  

 

図 1-2 3 つの方針に基づいた汚染水処理対策 3)より引用 
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 表 1-3 福島第一原子力発電所 汚染拡大防止対策の現在までの取り組み 
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環境負荷低減・廃棄物対策は，事故の初期段階から主に以下の対策が実施され，これらの

取り組を「3.3 環境負荷低減・廃棄物対策」でまとめた。 

○汚染の拡大防止対策 

・港湾内の海底土拡散防止のための海底土の被覆 

・構内排水路への汚染水流入防止，ならびに排水口の港湾内への付替え 

○廃棄物対策関連対策 

・がれきの撤去 

・がれき一時保管施設の設置 

・廃棄物貯蔵施設の敷地造成 

固体廃棄物の合理的な安定保管・管理については，サイトの現状把握も踏まえ「4 固体廃

棄物の合理的な安定保管・管理技術」 として取りまとめを行った。 

また，汚染水処理対策については，技術研究組合 国際廃炉研究開発機構，ならびに経済

産業省 資源エネルギー庁で技術提案の公募が行われた。これらの公募に対する技術提案を

「5 技術提案の公募」として取りまとめた。 

 

 

福島第一原子力発電所の標高の表示については，小名浜港工事基準面で使用されてい

る O.P.m 表示が建設当初から用いられてきた。一方，国土地理院の図面標高は T.P.（東京湾

中等潮位）上の高さで表示しているため，2015 年 7 月以降，公開情報の標高の表示は T.P.m

表示で統一された。このため，公開資料を引用した図表や文章中の高さ表示は，O.P.m（小名

浜港工事基準面）と T.P.m（東京湾中等潮位）の 2 種類が混在した表示となっていることにご留

意いただきたい（地震後の敷地の地盤沈下量 4）を考慮した O.P.m と T.P.m の関係を図 1-3 に

示す）。 

また，図表については，参考文献（PDF など）から切取り・貼り付けを行ったものが多いため，

解像度の低いものがあることをご容赦いただきたい。 

 

 
T.P. (m) = O.P. (m)－1.436m（0.727m(T.P.と O.P.の換算値)－0.709m(地盤沈下量)） 

図 1-3 本報告書における場所と高さの表記 3)より引用・一部改変 
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 事故初期段階の土木分野の復旧活動 
事故初期段階の高線量の厳しい作業環境下で実施された土木分野の主な復旧活動（事故

発生直後から約１年間の活動）について，以下の 4 項目の情報を取りまとめた 1)，2)。 

①構内道路の健全性確認及びがれきの撤去（がれきの撤去に資する遠隔操作技術に関 

する情報については「3.3.2(1)」を参照） 

②汚染水の流出防止対策及び海域汚染防止対策 

③放射性物質の飛散防止対策 

④津波対策 

 

 構内道路の健全性確認及びがれきの撤去 

事故発生直後に実施された構内道路の健全性調査により，津波により流された重油タンク

等が発電所建屋へのアクセスの障害となっていることが確認された（図 2-1）。さらにその後の

水素爆発（1 号機：3 月 12 日，3 号機：3 月 14 日，4 号機：3 月 15 日）により広範囲に飛び散

ったがれきのため，原子炉の冷却（冷却水の確保，冷却設備の設置，消防車やコンクリートポ

ンプ車等による注水）を行うためのアクセスの確保（動線の確保）に支障をきたしていた。 

2011 年 3 月 12 日からがれきの撤去を開始したが，広範囲に飛散した放射性物質に汚染

されたがれき等により，撤去作業に従事する作業員の被ばく線量が上昇した。このため，作業

員の被ばく低減を目的として，有人の重機に加え，無人遠隔操作の重機によるがれきの撤去

を開始した（図 2-2）。 

建屋周辺のがれきの撤去により，安定した原子炉の冷却が可能となり（図 2-3），2011 年 9 

月までに予定していたがれきの撤去を完了した（図 2-4）。なお，大きながれきを撤去しても空

間線量が下がらなかった地点では，集塵機や遠隔操作の無人重機で撤去しきれなかった小さ

ながれきやダストの撤去が行われた。 

 

 

図 2-1 津波発生直後の状況 3)より引用 

構内道路健全性調査 

（構内道路状況） 

津波で流され道をふさいだ重油タンク 

（直径 11.7m×高さ 9.2m） 
重油タンクは津波によ

り 1号機タ－ビン建屋

北側脇まで漂流 
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図 2-2 がれき撤去の状況 4)より引用 

 

 

図 2-3 建屋への注水の状況 1)より引用 

 

 

図 2-4 建屋周辺の重機による屋外がれき撤去の施工実績 5)より引用 

コンクリ－トポンプ車による注水 消防車による注水 
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 汚染水の流出防止対策及び海域汚染拡大防止対策 

事故直後から実施された主な汚染水の流出防止対策，海域汚染拡大防止対策を図 2-5 に

示す。以下に個別の対策の概要を取りまとめた。 

 

 

図 2-5 事故直後から実施された主な対策 6),7)より引用・一部改変 

 

 汚染水の流出防止対策 

(1) 汚染水流出箇所の緊急対策 

2 号機，3 号機の取水口スクリーン室付近では，原子炉建屋，タービン建屋の地下に溜まっ

ている高濃度汚染水の港湾内への流出が確認された（図 2-6）。高濃度汚染水の海域への流

出防対策として，流出箇所の閉塞と流出経路の止水対策が実施された。 

高濃度汚染水の流出により，発電所周辺海域のみならず発電所沖合 15km のポイントおい

ても，2 号機からの流出の影響と考えられる放射能濃度の上昇が確認されていたが，緊急対

策の結果，濃度は減少傾向を示し 5 月初旬には検出限界値以下（約 10Bq/L）となった。なお，

3 号機からの流出の影響は認められていない（図 2-7）。 

 

護岸の補修 
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図 2-6 高濃度汚染水の流出状況 

 

 

図 2-7 海域の放射能濃度 9)より引用 

 

(a) 2 号機取水口スクリーン室付近 

取水口スクリーン室付近の電源ケーブルを収めているピット内に，表面線量率が 1,000mSv

／h を超える高濃度汚染水が滞留していること，さらに 2013 年 4 月 2 日には，ピット脇のコン

クリートの亀裂からスクリーンエリアに高濃度汚染水の流出が確認された（図 2-6，図 2-8）。 

当初はピット及び電源ケーブル管を流出経路と想定して，ピットへのコンクリート注入，吸水

性ポリマー等の投入を行ったが流出を止めることはできなかった。流出経路はピット及び電線

ケーブル管ではなく，その下の砕石層である可能性が高いと考えられたため，この砕石層に

水ガラスを注入した結果，流出の停止が確認された（図 2-9）。なお，高濃度汚染水の海域へ

の総流出量は 520m3 と推定された 8)。 

 

 

 

 

スクリ－ン室付近（2号機）11)より引用 スクリ－ン室開渠（2号機）7)より引用 ケ－ブルピット（3号機）8)より引用 
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平面図 

 

 
鳥瞰図 

図 2-8 2 号機取水口スクリーン室付近の流出箇所 7)より引用 
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図 2-9 2 号機取水口スクリーン室付近の流出防止対策 7)より引用 

 

(b) 3 号機取水口スクリーン室付近 

取水口スクリーン室付近の電源ケーブルを収めているピットへタービン建屋から高濃度汚染

水が流入していること，さらにピットからスクリーンエリアへ高濃度汚染水の流出が 5 月 11 日

に確認された（図 2-6，図 2-10）。 

ピットにつながる電線ケーブル管内のケーブルの撤去，ウエスによる閉塞，ピット内

へのコンクリート注入を行った結果，流出の停止が確認された（図 2-11）。なお，高濃

度汚染水の海域への総流出量は 250m3と推定された 8),10)。 
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平面図 

 

 

鳥瞰図 

図 2-10 3 号機取水口スクリーン室付近の流出箇所 7)より編集 
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図 2-11 3 号機取水口スクリーン室付近の流出防止対策 7)より引用 

 

(2) 汚染水の流出防止対策 

(a) 立坑・トレンチ・ピットと護岸の状況調査 

流出箇所の緊急対策完了後，汚染水流出の再発防止対策立案のため，取水口周辺

（O.P.+4.0m 盤）に存在する立坑・トレンチ・ピット及び護岸の状況について，以下の

内容の調査が実施された（図 2-12，図 2-13）。 

・タービン建屋から海側ヤードの O.P.+4.0m 盤への流出経路 

・海側ヤードの O.P.+4.0m 盤の流入経路及びピットの状況 

・護岸近傍まで流下する経路及び護岸周辺のピットの状況 

・護岸（岸壁等の亀裂等）の状況 

調査結果に基づき，汚染水流出のリスクがある立坑・トレンチ・ピットの閉塞，取水

口の鋼製・コンクリート製仕切り板（角落とし）による閉塞，護岸損傷箇所の補修等の

対策が実施された。 
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図 2-12 ピットの状況調査位置 12)より引用・一部改変 

 

 

図 2-13 護岸の状況調査位置 12)より引用・一部改変 

 

(b) 立坑・トレンチ・ピットの閉塞 

調査結果に基づき，海水配管トレンチの立坑，スクリーンポンプ室に隣接するピット，

海水配管トレンチに接続している電源ケーブルトレンチ等の接続部，流入先の流路延長

上にあるピット，あるいは流路は不明であるが流出の可能性を否定できないピットの合

計 47 箇所の閉塞が実施された。 

閉塞方法は次のとおりである（図 2-14）。 

ピット調査位置 

護岸調査位置 
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①水ガラスセメント系薬液注入 

がれきやケーブル等の残置状況によりコンクリートでは充填性に支障がある箇

所，ならびに電源ケーブル管路下部の砕石層等は，汚染水の流動経路になる可能性

がある。これらの箇所について，流動性の高い水ガラスとセメントを同時注入する

工法（LW 工法）で閉塞が行われた。 

②コンクリート打設 

重機の寄り付きに支障が少ない箇所，コンクリートによる充填性が確保される箇

所などについては，ピットに直接コンクリートを打設する閉塞が実施された。 
 

 

図 2-14 立坑・トレンチ・ピットの閉塞状況 12)より引用 

 

(c) スクリーンポンプ室前面等の閉塞 

1～4 号機の各スクリーンポンプ室前面と補機冷却用海水ポンプ室の前面には，コン

クリート製仕切り板（角落とし）を設置するとともに，2 号機については鉄板の設置を

併用する取水口の閉塞が実施された（図 2-15）。 
 

立坑の閉塞状況（2号機立て坑 B） 

薬液注入 
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図 2-15 スクリーンポンプ室前面等の閉塞状況（2 号機取水口）12)より引用 

 

(d) 護岸損傷箇所の補修 

護岸の著しい損傷箇所（1 箇所，図 2-5）については，損傷部に近接するトレンチ等

はない。また，海水配管トレンチ等の汚染水が流入する可能性のあるトレンチ・ピット

については，上流部で閉塞や止水対策が既に実施されているため，汚染水が護岸損傷箇

所から直接海に流出する可能性は低いと考えられたが，念のため護岸の保全を兼ねたグ

ラウト材の充填による止水対策が実施された（図 2-16）。 

 

 

図 2-16 護岸損傷の状況，補修方法 12)より引用 

補修方法 損傷の状況 
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(e) 汚染水の移送 

2 号機，3 号機の発電所建屋や海水配管トレンチに滞留している高濃度汚染水について

は，建屋の止水性が確認されているプロセス主建屋と高温焼却炉建屋への移送が実施さ

れた。 

また，汚染水処理設備（セシウム吸着装置など）の稼働に伴う処理水受用タンクの設置が

行われた。タンクの設置は，事故直後から発生した汚染水を迅速に保管するために種々の

タンクが集められ，応急的な対応が実施された（図 2-17）。 

5・6 号機に滞留している低濃度の汚染水は，敷地内に設置した低レベル用タンクへの移

送，さらに静岡から搬送し港湾内に係留させたメガフロート（容量約 10,000m3）への移送が

実施された（図 2-18）。 

 

 

図 2-17 処理水受用タンクの設置 13)より引用 

 

 

図 2-18 低レベル用タンク及びメガフロートの設置 13)より引用 

角型タンク 丸型タンク メガフロ－ト 
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 海域汚染拡大防止対策 

(1) シルトフェンスの設置 

 1～4 号機の取水口前面，ならびに 1～4 号機取水路開渠北側・南側にシルトフェンスを設置

し，フェンス内側でのシルト等の汚濁粒子の滞留効果を促進させる汚染拡大防止対策が実施

された（図 2-19）。 

 

 

図 2-19 シルトフェンス設置状況 14)より引用 

 

(2) 1～4 号機取水路開渠南側透過防止工の補修 

津波により破損を受けた 1～4 号機取水路開渠南側透過防止工については，鋼管矢板及

び大型土嚢の設置による汚染水の海域への流出・拡散防止対策が実施された（図 2-20）。 

鋼管矢板の施工では，起重機船の出入りのためのシルトフェンスの開閉による汚染の拡大

が懸念された。このため，シルトフェンスの開閉による汚染水の拡散予測を行い，1 回当たりの

開閉時間を必要最小限（2 時間以内）にするとともに，船舶の移動を慎重に行うことで海底土

の巻き上がり抑制等の汚染拡大低減に配慮した施工が実施された。また，施工中はモニタリン

グ測定頻度の増加などの監視強化が行われた 15)。 

 

 

図 2-20 鋼管矢板及び大型土嚢の施工・設置状況 14)より引用 

 

 

 

 

 

1～4 号機取水路開渠北側 2 号機取水口前面 

鋼管矢板搬入状況 鋼管矢板施工状況 鋼管矢板・大型土嚢設置状況 
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(3) ゼオライト土嚢の投入と循環型浄化装置の設置 

海水中に流出した放射性物質の除去を目的とし

て，ゼオライト入りの土嚢(ゼオライト入り土嚢をカゴ

に充填)を護岸付近に投入するとともに（図 2-21），

海水循環型浄化装置（ゼオライトによる吸着）を 2・3

号機のスクリーンポンプ室間の護岸部に設置して

海水の浄化を図った（図 2-22）。 
 

図 2-21 ゼオライト入りの土嚢 6)より引用 

 

 

図 2-22 海水循環型浄化装置の設置 7)より引用 

 

(4) 海底土の被覆 

2011 年 11 月に実施された港湾内の海底土調査の結果，高濃度の放射性物質が確認され

た 9)。海底土については，高波浪，潮流や作業船舶の航行等により海底から浮泥が巻き上が

り，港口を経由して港湾外への汚染の拡散が懸念され，港湾内の放射性物質の拡散を早期

に抑制することが喫緊の課題となっていた。 

このため，海底土を固化土により被覆して拡散の防止を図る海洋汚染拡大防止対策が実

施された。施工箇所は，第 1 期工事として図 2-23 に示す港湾内の 5 号機，6 号機前，ならび

に 1～4 号機取水路開渠の約 73,000m2 で，未施工箇所については第 2 期工事として 2014 年

から工事が実施された（2016 年 12 月完了）。 

広範囲に固化処理土を利用して浮泥を封じ込める方法は過去に例がない。このため，37 種

類の被覆材料の配合試験結果（水中打設試験）から，海域環境に影響に与えず，浮泥の巻き

上げが少なく，施工品質のばらつきが少ない材料であるベントナイトにセメントを添加した材料

を選定し，1 層目は海底面の浮遊性が高い浮泥を被覆するための軽量の固化土（被覆材 A），

2 層目は充填性，耐久性に優れた固化土（被覆材 B）を用いた（表 2-1，図 2-24）。 

施工は，被覆材料を福島第二原子力発電所及び小名浜港から海上運搬し，福島第一原子

力発電所港湾内の固化材混合船で撹拌混合して固化土を製造し，クレーン台船に設置したト

レミー管から吐出して海底土を被覆する方法で行われた（図 2-25，図 2-26）。 
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図 2-23 海底土の被覆施工箇所 16)より引用 

 

表 2-1 被覆材の配合 17)を基に作成 

 
 

 

図 2-24 固化土の構成と層厚確認サンプリング結果 

 

 

図 2-25 海底土の被覆施工概要 16)より引用 

ベントナイト重量
（kg）

真水重量
（kg)

海水重量
（kg)

セメント重量
（kg）

スラリ－水重量
（kg)

湿潤密度

（g／cm3）

被覆材フロ－値
(cm)

被覆材A 78.9 434.0 433.0 88.6 88.6 1.106 23

被覆材B 120.4 541.6 173.4 187.7 187.7 1.210 20

配合1m3あたり 性能確認

固化土の構成 16)より引用
層厚確認サンプリング結果 18)より引用 

施工概要図 
固化材混合船 
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図 2-26 海底土の被覆施工及び海底の状況 19)より引用 

 

 放射性物質の飛散防止対策 

 飛散防止剤の散布 

2011 年 4 月より人力による飛散防止剤の散布を開始し，その後，クローラーダンプ，屈折放

水塔車（高圧放水車）とコンクリートポンプ車を用いて，発電所構内（平地・法面）及び建物周り

の合計約 560,000m2 に対して散布を実施した（図 2-27）。 

 

 

図 2-27 飛散防止剤の散布状況 2)より引用 

 

 散水 

自然発火防止のための伐採木への散水や粉塵の飛散防止のため，浄化した水（海水浴場

の指針を満足する水）を再利用した構内散水を実施した（図 2-28）。 
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図 2-28 構内散水用の浄化設備と散水状況 2)より引用 

 

 津波対策 

 仮設防潮堤の設置 

東北地方太平洋沖地震の影響によるアウターライズ地震の発生が専門家によって指摘され

ている（Thorne Lay et al，2011）20)。このため，過去に大規模な発生に関する記録はないもの

の，福島沖のアウターライズ地震に伴う津波を想定した対策が実施された 21)。 

津波の想定は以下のとおりである（図 2-29）。 

【地震の規模】 

・日本海溝でのアウターライズ地震の既往最大規模は，1933 年昭和三陸地震（Mw8.4）

である（土木学会，2002）22）。 

・1611 年慶長三陸地震については，津波地震であると考えられているが（地震調査研究

推進本部，2002）23)，過去にアウターライズ地震と考えられていたことがある（相田，

1977）24）。 

・上記を踏まえ，安全側の想定として 1611 年慶長三陸地震の地震規模 Mw8.6 を設定し

た。 

【波源の位置】 

・東北地方太平洋沖地震で最も大きなすべり量の発生が指摘されているのは宮城県沖

であるが，福島県沖でも 10～20m 程度のすべり量が推定されている。 

・上記を踏まえ，安全側の想定として，発電所において最も厳しい影響を与える福島県沖

から茨城県沖にかけての波源を設定した（図 2-29）。 
 
津波解析結果では，発電所港湾内から敷地（1～4 号機側：O.P.+10m，5 号機，6 号機側：

O.P.+13m）への遡上は確認されず，敷地南東側から 1～4 号機側（O.P.+10m）への遡上が想

定された（図 2-30）。このため，敷地南東側からの遡上を防ぐための仮設防潮堤の検討が行

われた。 
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仮設防潮堤を鉛直壁とした解析結果（図 2-31）から， 防潮堤外側でアウターライズ津波に

よる水位を上回る仮設防潮堤（天端高：最大 O.P.+14.2m）を設置することで，敷地（O.P.+10m）

への浸水を防ぐことが可能であることを確認している。この結果に基づいた仮設防潮堤の設計，

ならびに施工状況を図 2-32，図 2-33 に示した。 

なお、今後想定される千島海溝津波と日本海溝津波についての対策を検討中である。 

 

 

図 2-29 震源の位置 21)より引用 

 

 

図 2-30 津波解析結果 25)より引用 
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図 2-31 仮設堤防をモデル化した津波解析結果 25)より引用 

 

 

図 2-32 設計の考え方と仮設防潮堤の形状 21)，26)より引用 
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図 2-33 仮設防潮堤の施工状況 26)より引用 

 

 その他の津波対策 

その他に以下の津波対策が実施された。 

①建屋の浸水対策 

津波襲来時の汚染水流出防止を目的として，津波の調査結果（図 2-34）に基づいた津

波高さを設定して，建屋開口部などの閉塞（壁区画の設置），建屋内の浸水対策（壁・床併

用区画の設置）を実施した（図 2-35，図 2-36）。 
 

 

図 2-34 津波の調査結果（浸水高，浸水深及び浸水域）21)より引用 

 

     

図 2-35 建屋の浸水対策のイメージ 21)より引用 
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図 2-36 建屋の浸水対策の例（2 号機タービン建屋の 1F 平面図）21)より引用 

 

②染水処理設備，固体廃棄物等の移設 

汚染水処理設備，固体廃棄物等は，アウターライズ津波が遡上しない高さ，ならびに仮

設防潮堤により津波の影響のない場所に移設した。 

③北側防波堤の補修 

損傷の著しい 5 号機，6 号機前の北側の防波堤の補修を実施した（図 2-37）。 

 

 

図 2-37 北側防波堤の補修状況 

 

 

震災後の 5・6 号機前の状況 27)より引用 施工状況 28)より引用 補修完了後 28)より引用 
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 汚染水処理対策，環境負荷低減・廃棄物対策 
 概説 

福島第一原子力発電所の事故対策で用いられた土木技術は，今までにない革新的な技術

の適用例は少なく従来技術の展開で実施された。しかし，高線量下，さらに時間的な制約など

の厳しい条件の下で実施された調査・設計検討，施工における様々な工夫，確実な品質管理，

放射線防護対策，熱中症対策を含めた安全対策など，従来の土木工事とは大きく異なった活

動が行われてきた。 

本節では，福島第一原子力発電所で実施された広範な汚染水処理対策，環境負荷低減・

廃棄物対策の技術蓄積を事故時対策事例として体系的に取りまとめ再整理した。 

具体的な汚染水処理対策は，経済産業省の「汚染水処理対策委員会」の下に設置された

小委員会，タスクフォース，サブグループと東京電力によって策定された予防的・重層的な汚

染水処理対策の方針（汚染源を取り除く，汚染源に水を近づけない，汚染水を漏らさない）1)

に基づいた全体計画の策定と個別の対策工の設計・施工があげられる。 

汚染水処理対策は，前節で示した震災直後の活動から現在まで継続的に実施され，対策

工の効果により汚染水の発生量（建屋流入量と T.P.+2.5m 盤，T.P.+8.5m 盤の汲上げ量の合

計）は大幅に低減している（図 3-1）。 

また，事故発生以降の福島第一原子力発電所港湾内と港湾外における放射性物質の濃度

の推移は図 3-2 のとおりで，事故直後には海水中の濃度は告示濃度限界を大きく超える状況

であったが，その後の汚染水処理対策等の進捗とともに濃度は低下し，2016 年 8 月時点では

告示濃度を下回る状況を維持している。特に，2015 年 10 月に海側遮水壁が完了した効果に

よる濃度低下は明瞭である。 
 

 

図 3-1 汚染水発生量の推移 2)より引用 
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図 3-2 港湾内及び港湾外における放射性物質濃度の推移 3)より引用・一部改変 

 

一方，工事ヤード整備などに伴うがれきの撤去・一時保管，敷地内の除染（汚染土の除去，

樹木の伐採等），建屋の遮へい対策，フェーシング等の環境負荷低減・廃棄物対策により，構

内の空間線量は大幅に低減したため（図 3-3），1～4 号機建屋周辺等の汚染の高いエリアと

それ以外のエリア（5μSv／h 以下のエリア）に区分することができた。 

これにより，全域で全面マスクと防護服が必要であった Yzone の作業（図 3-4）は大幅に縮

小し，簡易マスク，一般作業服で作業可能な Gzone 範囲が拡大され防護装備の適正が図ら

れるとともに（図 3-5，図 3-6），被ばく対策の様々な工夫（厚生労働省，「被ばく低減対策好

事例集」）10),11),12)により作業時の負荷軽減による安全性と作業性の向上が図られた。 

 

 

図 3-3 構内の空間線量の推移 3)より引用 

 

 

港湾外 

港湾内 

港湾内 

港湾外 
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図 3-4 Yzone の作業状況 

 

 

図 3-5 構内の装備区分（2018 年 11 月）8)より引用 

法面吹き付け 4)より引用
 

フランジタンクの解体 5)より引用 地盤改良 6)より引用 

陸側遮水壁 7)より引用 
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図 3-6 作業エリアに応じた防護装備 8),9)より引用・一部改変 

 
また，構内の対策の進捗に応じて，敷地境界に設置されているモニタリングポストの空間線

量も低減し（図 3-7，図 3-8），敷地境界の空間線量は 2015 年度末以降から 1mSv／y 以下

に維持されていると評価されている（図 3-9）。 
 

 

図 3-7 敷地境界のモニタリングポスト位置図 13)より引用 
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図 3-8 敷地境界のモニタリングポスト空間線量の推移 14)より引用 

 

 

図 3-9 敷地境界の空間線量の評価 15)より引用 
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 汚染水処理対策 

事故直後から現在までの汚染水処理対策の検討の流れを図 3-10 に示す。具体的な汚染

水処理対策の立案を行うためには，精度の高い地下水流動場の評価が必要となる。このため，

地質・水理に関する既存の情報の収集整理・統合化を進め，追加の現地調査（ボーリング調

査）などを実施して，福島第一原子力発電所の敷地を含めた広域の 3 次元地質構造モデル

を構築するとともに，地質構造モデルに基づいた 3 次元水理解析モデルを用いた浸透流解析

により対策工の検討を行っている。 

本節では，主に経済産業省 汚染水処理対策委員会で議論された地質・水理地質構造，

地下水流動場の評価に関する情報を取りまとめた。また，これらの検討結果を踏まえた汚染水

処理対策委員会の「予防的・重層的な汚染水処理対策」1)で示された汚染水処理対策の全体

像（全体計画）に関する情報を取りまとめた。 
 

 

図 3-10 汚染水処理対策の検討フロー 
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 全体計画の策定 

(1) 地質・水理地質構造 

(a) 地形 

福島第一原子力発電所は福島県双葉町と大熊町の境界付近に位置し，双葉断層で境さ

れる阿武隈山地東部沿岸域の丘陵地域に位置している（図 3-11）。 

発電所の敷地は海抜 30m 以上の台地が海岸に接する海岸段丘であったが，発電所建

設に当たり海抜 10m～4m 程度の平地が造成され，1～4 号機建屋が設置された（図 3-12，

図 3-13）。 
 

 

図 3-11 福島県の地形 2)より引用・一部改変 

 

 

図 3-12 敷地全体鳥瞰図 3)より引用・一部改変 

図 3-13 
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図 3-13 建屋周辺鳥瞰図 4)より引用 

 
(b) 地質構造 

福島第一原子力発電所の敷地を含む周辺地域の地層構成は，地表付近の段丘堆積物

（埋戻し土を含む）より下位層が富岡層の T3 部層と呼ばれる新第三紀に堆積した地層で（図 

3-14），上部から中粒砂岩層（Ⅰ層），泥質部（Ⅱ層），互層部（Ⅲ層）等が分布している。 

このうち，泥質部（Ⅱ層）とその下部の互層部（Ⅲ層）が原子力発電所建屋の支持地盤とな

っている。互層部（Ⅲ層）よりさらに下部の泥質部（Ⅳ層）の中には，2 層の砂岩層（細粒砂岩

層，粗粒砂岩層）が存在する。これらの地層は，ボーリングデータや露出している地層の観察

から海側へ約 2 度で東側に傾斜し，ほぼ平行で海域へ連続しているものと考えられた（図 

3-14）。 
 

 

図 3-14 福島第一原子力発電所の地質層序 5)より引用 
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発電所敷地周辺の地形・地質等に関する情報については，建設時及びその後の増設，改

良工事等で必要な調査が実施されているが，一部の情報については，必ずしも収集整理・統

合化がなされておらず，また，事故に伴い確認が困難な状態のものもあった。このため，事故

直後から既存情報の収集整理・統合化が行われた。 

一方，既存の地質情報は発電所敷地内に限られ，さらに原子炉建屋等の重要施設周辺で

は詳細なボーリング調査が実施されているが，それ以外の領域での調査ボーリングは少ないと

いう課題があった。また，地下水流動場の再現を行う 3 次元水理解析モデルの設定を行うた

めには，地下水涵養域までを含めた広域地質構造モデルを構築する必要があった。 

このため， 

①事故直後の調査ボーリング（3 孔）により，既存の情報（地質構造モデル（地層構成，層

序等），地下水位，地層の透水性等）を確認（図 3-15）。 

②既存のボーリング柱状図の収集整理・統合化の情報を基に，敷地全体の地質構造モ

デルを再構築。 

③敷地外については，過去に実施された広域地表地質調査 1)の地表露頭データと，敷

地内の地質構造を統合化したモデルの構築（図 3-16）。 

を行い，広域 3 次元地質構造モデルの構築を行っている（図 3-17）。 

なお，地質構造モデルについては，2012 年以降に実施された対策工の検討や効果等を予

測・評価するための調査ボーリングの情報等を取り込むモデルの更新を適宜行っている。 

 また，一般の方々へ福島第一原子力発電所の地質構造や地下水の状況，汚染水対策等を

ご理解いただくことを目的としたジオラマの作成を行っている（図 3-18）。 

 

 

図 3-15 事故直後の調査ボーリング結果 3)より引用・一部改変 
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図 3-16 広域地質平面図及び地質構造モデル構築の範囲 1)より引用・一部改変 

 

図 3-17 広域 3 次元地質構造モデルの構築 5)より引用・一部改変 

Ⅱ Ⅱ’ 



 

46 

 

図 3-18 福島第一原子力発電所のジオラマ 

 

(c) 水理地質構造 

地下水流動場を規定する地層の透水性，地下水位・水圧分布等の水理地質構造に関する

情報を以下に取りまとめた。 

 福島第一原子力発電所の敷地を含む周辺地域の地質断面図を図 3-19 に，事故後に実施

した調査ボーリングのコア写真を図 3-20 に示す。 

地層構成は地表付近の段丘堆積層（埋戻し土を含む）の下部に中粒砂岩層（Ⅰ層），泥質

部（Ⅱ層），互層部（Ⅲ層），泥質部（Ⅳ層）が累重し，ほぼ 2 度で東方向へ傾斜して分布する。 

泥質部（Ⅱ）は敷地内にほぼ欠落なく分布すると考えられる難透水性の地層で，上部の中

粒砂岩層（Ⅰ層）には，泥質部（Ⅱ）を水理的基盤とする不圧地下水が分布して自由地下水面

を形成している。中粒砂岩層（Ⅰ層）には泥岩の挟み層が分布し，挟み層による 2 重地下水の

形成も確認されている。このため，ボーリングデータで連続性が確認される泥岩の挟み層につ

いては，地質構造モデルに反映されている（図 3-19）。 

泥質部（Ⅱ層）の下部の互層部（Ⅲ層）には，泥質部（Ⅱ）をキャップロックとする被圧地下水

が分布する。また，互層（Ⅲ層）の下部には 30m 以上の層厚をもつ難透水性の泥質部（Ⅳ層）

が分布し，敷地を含む周辺地域の水理的基盤となっている。泥質部（Ⅳ層）には被圧地下水

をもつ連続性の良い砂岩層（細粒砂岩，粗粒砂岩）が 2 層分布している。 

汚染水処理対策委員会 1)は，このような水理地質構造について，中粒砂岩層（Ⅰ層）を流れ

る地下水は主として敷地内の雨水の浸透によるものが支配的であること，互層部（Ⅲ層）を流

れる地下水は主として敷地内の雨水の浸透によるものであるが，一部敷地外から流入する地

下水が混在していること，細粒砂岩層と粗粒砂岩層を含むより深部を流れる地下水は，敷地

外から流入する地下水が支配的であることが推定されるとしている。 

このうち，汚染水対策を考える上では，汚染源となる高濃度汚染水が存在するトレンチや建

屋がある中粒砂岩層（Ⅰ層）を流れる不圧地下水が中心的な対象であるが，建設工事により，

一部において中粒砂岩層（Ⅰ層）の不圧地下水と連絡している互層部（Ⅲ層）の被圧地下水

にも注目する必要があるとしている。 

さらに地下深部（富岡層 T2 部層）には，双葉断層付近で涵養された，あるいは阿武隈山系

等から流入する地下水が流れる帯水層が存在するが，中粒砂岩層（Ⅰ層）や互層（Ⅲ層）を流

全 景 分 割  
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れる地下水への影響はほとんどないと推測されるとしている。 

建屋の海側で採取した互層部（Ⅲ層）の地下水からは，放射性物質はほとんど検出されて

いないことが確認されている（平成 25 年 12 月 9 日現在）1)。このことを踏まえると，互層部（Ⅲ

層）の地下水の汚染の度合いは低いと考えられるが，一部基礎工事において互層部下面まで

の掘削・埋め戻しを実施していることから，安全サイドで考えると，海域への汚染水の流出防止

対策については，互層部（Ⅲ層）までを対象とすることが適切と考えられた。また，互層部（Ⅲ

層）より下の細粒砂岩層と粗粒砂岩層を流れる地下水は，汚染されている可能性は低いと考

えられるとしている。 

各地層の水理特性を表 3-1 に示す。地層の透水係数などは，既存の試験データと震災後

に実施された調査ボーリングで得られた試験結果の平均値を採用している。 

互層部（Ⅲ層）については，互層を構成する砂岩，泥岩の単層の層厚が数 cm～数 10m 程

度の薄層で構成されているため，透水性の異方性は顕著なものと想定された。このため，既存

の孔間透水試験結果や砂岩，泥岩の分布比率などから，異方性を考慮した透水係数（鉛直，

水平方向の透水性）を設定している。 
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図 3-19 地層構成と地下水の分布 5)より引用 
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図 3-20 調査ボーリングのコア写真 5)より引用 

 

表 3-1 各地層の水理特性 1)を基に作成 
　

地層区分 有効間隙率

地層名 水平 鉛直 （実流速換算時）

盛土 2.8E-03 2.8E-03 0.46

段丘堆積物 3.0E-03 3.0E-03 0.41 中粒砂岩層同様

沖積層 1.0E-03 1.0E-03 0.41 文献値

中粒砂岩（Ⅰ層） 3.0E-03 3.0E-03 0.41

泥質部（Ⅱ層） 1.1E-06 1.1E-06 0.54

互層（Ⅲ層） 1.0E-03 1.1E-06 0.41 異方性考慮

泥質岩（Ⅳ層） 1.1E-06 1.1E-06 0.54

細粒砂岩 2.3E-03 2.3E-03 0.41

泥質岩（Ⅳ層） 1.1E-06 1.1E-06 0.54

粗粒砂岩 2.0E-03 2.0E-03 0.41

泥質岩（Ⅳ層） 1.1E-06 1.1E-06 0.54

備考

透水係数(cm/sec)
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(2) 地下水流動場の評価 

事故直後から，東京電力において既存の 3 次元地質構造モデル（図 3-17）に基づいた地

下水流動解析が行われ，その結果を基にいくつかの対策が計画・実施されている。これまで

の検討は，建屋周辺の地下水の流れをどのように抑制するかに着目し，敷地境界より内側の

狭い解析領域の地下水流動解析が進められていた（図 3-21 の現行モデル範囲）。 

汚染水処理対策委員会は，これまでの狭い解析領域での検討についてもその範囲におけ

る地下水流動解析結果の妥当性は認められるが，前節で示した地質・水理地質構造を踏まえ

ると，敷地境界付近における対策を含めたより広範囲において予防的・重層的な対策を検討

する必要があると指摘した。このため，広域 3 次元地質構造モデルに基づいて，大幅に解析

領域を拡張した 3 次元水理解析モデルを構築した（図 3-22）。 

解析モデルの構築に当たっては，データの得られている範囲や対策の内容に応じて，また，

解析時間も考慮して解析メッシュには濃淡を設け，建屋周辺等は細かく，建屋周辺等から遠

ざかるに従い粗い解析メッシュとしている。また，地下水流動や地下水の建屋への流入量，地

下水の汲上げ効果等に影響を及ぼすと考えられる構造物については，可能な限り正確にモ

デルに反映した 3 次元水理解析モデルが構築された（図 3-22）。 

 

 

図 3-21 メッシュ図，地質断面図 1)より引用 

 



 

52 

 

図 3-22 解析モデルの鳥瞰図 

 

拡張された解析領域の陸側は，地下水流動解析の主対象である富岡層 T3 部層の分布と

沖積河川（水の出入りが可能な静水圧境界条件）の分布を基に設定し，海側の領域は，陸側

領域の南北端を海岸線と直交方向に沖合約 2km まで延伸した領域とした（図 3-21，図 

3-22）。 

なお，海側領域の東側の境界条件については，水の出入りが可能な（＝静水圧境界）条件

と，水の出入りがない（＝不透水境界）条件のそれぞれの解析結果を比較して，解析領域を海

側に更に拡張する必要性を検討したところ，両解析結果にはほとんど差異がみられないことか

ら，海側へこれ以上解析領域を広げる必要がないことを確認した上で，静水圧境界条件を設

けている。 

透水係数等の水理特性や降雨条件等の解析条件を表 3-2 に示す。前節で示した地層の

水理特性に加え，既存の資料に基づいたコンクリート等の構造物の透水係数等を設定した。

なお，事故後の建屋側壁コンクリートの透水係数については，地下水が平均的に約 400m3／

日程度で建屋内に流入していること，また，既設の護岸コンクリートは損傷が大きいことから震

災前の透水係数を適用することはできない。このため，建屋側壁コンクリートは，事故後の建

屋流入量（約 400m3／日）が再現できる透水係数，護岸コンクリートは，事故後に測定されてい

る地下水位の実測データを再現できる透水係数を解析によるパラメータスタディにより設定し

た。 

これらの解析条件の下で，敷地内の複数地点で事故後に測定されている地下水位の実測

データ（年間を通じて代表的な値）と解析結果を比較したところ，定常解析において対策実施

前の状況がある程度良好に再現された（図 3-23）。さらに，事故前・後の建屋周囲のサブドレ

ンからの地下水の汲上げ量についても，実測値と解析値に比較的良い対応関係が見られた。 

また，汚染水処理対策委員会は，解析モデルと解析条件のチェックを日本原子力研究開

発機構（JAEA）に依頼しており，その結果，解析モデル，解析条件は概ね妥当と判断された

（図 3-24）。このため，この解析モデルと解析条件を用いた地下水流動解析結果は，ある程度

の差分があるものの，実施すべき対策やその効果等を検討する上で有用と判断し，以降の汚

染水処理対策の諸検討に用いられた。 

なお，解析モデルや解析条件については，逐次取得される地質・水理情報や地下水流

動に影響を及ぼす地中埋設物，さらに対策工の詳細な情報などを継続的に地質構造モデ

 

3 次元水理解析モデル 1～4 号機建屋周辺拡大図 
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ル，水理解析モデルに反映（モデルの更新）するとともに，計測データの再現解析によ

るモデルの更新を適宜実施している。 

 

表 3-2 解析条件 1)より引用 
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図 3-23 実測データと解析値の比較 1)より引用 

 

 

図 3-24 JAEA によるチェック 2)より引用 
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(3) 予防的・重層的な汚染水処理対策の検討方針 

汚染水処理対策委員会は，汚染水処理対策を「汚染源を取り除く」，「汚染源に水を近づけ

ない」，「汚染水を漏らさない（地下水流動に影響を及ぼすもの，影響を及ぼさないもの）」の 3

つに大別でき，それぞれについて複数の対策があるとした 1)。 

複数の対策については，時間的，人的，費用的な制約や作業スペース等の現場における

制約を考慮すると，考え得る全ての対策を同時に着手・完了することは困難であり，各対策の

優先順位を踏まえ，対策の組合せや実施時期を最適化する必要がある。 

汚染源を「取り除く」対策，汚染源に水を「近づけない」対策，汚染水を「漏らさない」対策で

は，それぞれ対策のねらいが異なるとともに，施設整備などのハード対策，パトロールの強化

などのソフト対策などの手法も異なることから，全ての対策を同一の指標・考え方で整理するこ

とは困難であるとした。このため，対策の分類ごとに，優先順位，対策の組合せ，実施時期な

どの考え方を整理して，以下の方針を定めた。 

 

(a) 汚染源を「取り除く」対策 

汚染源を「取り除く」対策は汚染水処理の抜本的対策として重要なものであり，汚染源を「除

去」と「浄化」に分類できる。このため，除去や浄化によるリスク低減の程度を相対指標として考

慮した優先度の検討を行った。 

除去対策としては，建屋海側トレンチ内の高濃度汚染水の汲上げ・閉塞の優先度が高く，

次いで漏えいが発生したタンク周辺の汚染された土壌の回収・汚染水の汲上げの優先度が高

い。特に前者は高いリスク要因となっており，直ちに実施すべき対策であるとした。 

浄化対策としては，多核種除去設備による汚染水の浄化と設備増設による汚染水浄化の

加速，より処理効率の高い多核種除去設備の導入等による建屋海側トレンチ内の高濃度汚

染水の浄化の優先度が高く，直ちに実施すべきであるとした。これらに加え，建屋内の高濃度

汚染水の浄化を行うとともに，タンクからの漏えい水により汚染された地下水の海洋流出防止

（薬剤の注入，土壌中のストロンチウム捕集），さらに沈殿・吸着・分離等による港湾内の海水

の浄化についても，検証を行った上で対応すべきであると指摘した。なお，検証と平行して簡

易な設備（シルトフェンス等）による港湾内の海水の浄化，港湾内海底土の被覆等の放射性

物質が拡散しないための対策を実施すべきであるとした。 

  

(b) 汚染源に水を「近づけない」対策，及び汚染水を「漏らさない」対策（地下水流

動に影響を及ぼすもの） 

汚染源に水を「近づけない」対策，ならびに海側遮水壁等の地下水流動に影響を及ぼす汚

染水を「漏らさない」対策については，3 次元地下水流動解析モデルを用いて各対策を個別

に実施した場合の効果，さらに建屋への流入量や海への流出の抑制量から，対策の組合せ

効果を把握し，優先度を検討する上での一つの指標とした。また，複数の対策の組合せの効

果を検討するに当たっては，予防的・重層的対策の観点から，検討対象とした対策の一部が

十分に機能しないリスク等，いくつかのシナリオを想定した上で組合せの条件を設定した。 

実施した 50 ケースを超える解析のうち，主な解析ケース及び解析結果を表 3-3 に示す。な

お，解析結果には，すでに実施を決定している対策（地下水バイパス，海側遮水壁・地下水ド

レン（護岸付近の揚水施設）等）の運用を前提とした効果を記載している。
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表 3-3 解析ケース，解析結果（定常計算）1)，3)より引用 
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この検討の結果から，汚染水処理対策委員会での検討以前に東京電力が実施を決定して

いる対策（O.P.+4m 盤対策（水ガラスによる地盤改良），地下水バイパス，海側遮水壁（地下水

ドレンを含む），サブドレン，陸側遮水壁）が完全に機能すれば，地下水の建屋への流入量を

相当程度軽減できることが確認された。これらの決定済みの対策のうち，すでに実施中の

O.P.+4m 盤対策や海側遮水壁は海への流出量を低減する効果が大きく，汚染水を漏らさない

対策として必要不可欠なものであるとしている。 

また，陸側遮水壁やサブドレンは建屋への流入量を低減する効果が大きいため，汚染源に

水を近づけない対策として重要な位置付けであることが確認された（表 3-3 のケース 4，5，6，

図 3-25）。このことは，陸側遮水壁やサブドレンが十分に機能しない場合，さらに将来的に運

用を停止した場合には，地下水流入抑制対策が十分に機能しない可能性を示唆していること

に留意する必要があると指摘している。 
 

 
ケース４ 山側サブドレンのモデル    ケース 5 山側／海側サブドレンのモデル 

 
ケース 6 陸側遮水壁のモデル 

図 3-25 解析モデルの概要図（サブドレン，陸側遮水壁）1)より引用 

 

予防的・重層的な対策を講じるためには，陸側遮水壁やサブドレンが機能しない場合も想

定した対策を検討する必要がある。その場合の追加対策を検討したところ，敷地境界付近に

おける遮水（遮水壁，バイパス等）は，ほとんど効果が期待できないことが確認された（表 3-3

のケース 9，図 3-26）。 

一方，敷地内における遮水については，「広域的なフェーシングによる表面遮水」の効果は

大きいが，「一部領域のフェーシングによる表面遮水」の効果は，施工範囲によっては限定的

であることが確認された（表 3-3 のケース 7，ケース 7ー2，ケース 8，図 3-27）。また，「追加的

な遮水とその内側のフェーシング」を行えば，広域的なフェーシングと同様の効果が得られる

・山側／海側サブドレンを稼働し、サブドレン稼働水位は近傍建屋

水位とした。 

・建屋水位 3～4m とした。 

・山側サブドレンのみを稼働し、サブドレン稼働水位は近傍建屋水位と 

した。 

・建屋水位 3～4m とした。 
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ことが確認された（表 3-3 のケース 7ー2，ケース 8，図 3-27）。ただし，今後の精査が必要であ

るが，非定常地下水流動解析結果では，フェーシング効果発現までには長期間を要する傾向

が確認されている。早期効果発現の観点からは，陸側遮水壁等の建屋近傍における対策が

優位であるとしている。 
 

 

ケース 9 

図 3-26 解析モデルの概要図（敷地境界付近の遮水壁）1)より引用 

 

 
ケース 7のモデル（フェーシング面積：約 2.0km2）    ケース 7ー2（フェーシング面積：約 1.7km2）     

 

 
ケース 8（フェーシング面積：約 1.0km2） 

図 3-27 解析モデルの概要図（フェーシング）1)より引用 

敷地境界付 

近の遮水壁 

約 2.0km2 
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ただし，フェーシングは降雨の地下浸透を抑制して地下水位を低下させる効果がある反面 

・表流水の流量や流出速度が増大すること。 

・建屋内外の水位コントロールのため注水が必要になる可能性が高まること。 

などが考えられるため，必要な措置を講ずる必要があるとしている。このうち，表流水を適切

に処理するためには， 

・豪雨の発生や流出形態の変化等も念頭に流出量を設定すること。 

・設定流出量を上回る流量が発生することも念頭に，流出量に余裕を加味した排水路網，

排水路断面を計画すること。 

・計画を上回る流量が発生した場合に備え，排水路からの溢水ルートの設定等を適切に行 

うこと。 

などの指摘を考慮して，雨水と汚染水を混在させないよう留意するとともに，排水路網の水

質のモニタリング，建屋内外の水位コンロトールに支障が発生しない施設計画や地下水観測

を適切に行う必要があるとしている。 

追加的な遮水とその内側のフェーシングを行う場合にも，建屋内外の水位コントロールのた

めの注水が必要になる可能性が高まるとともに，地下埋設物や他の工事等との干渉も考慮し

て必要な措置を講ずる必要があるとしている。 

なお，以上に示した対策は，限られた情報で構築したモデルを基に，主として定常解析を

行った結果としての評価であり，今後さらに検討を充実させることが期待されるとしている。 

 

さらに，汚染水処理対策委員会は，上記の結果を踏まえ次のような整理を行っている。 

定常地下水流動解析から導かれる最終到達効果量だけを指標とするのではなく，効果発

現までに要する時間，対策実施の難易度（被ばく低減対策を含めた施工の難易度），建屋内

外の水位コントロール，対策実施に伴う新たな水の発生の有無やその汚染の可能性，他の対

策への影響，対策の相互関係等の多様な指標を基に対策工を総合的に評価する必要がある。

例えば，広域的なフェーシングは，効果は大きいものの効果発現までに時間を要する。このた

め，広域的なフェーシングのみでは当面の効果が見込めないが，先行する他の施策を補完す

る役割としては期待できるとしている。 

また，建屋周辺で実施する陸側遮水壁やサブドレンは，効果が大きく効果発現も早い。しか

し，技術的・社会的に対策実施の難易度が高く，単独の対策に期待すると実現できないリスク

が大きくなる。このため，相互に補完する組合せと並行実施を図ることでそのリスクを低下させ

ることができるとしている。 

これらの整理から，陸側遮水壁，地下水バイパス，サブドレンなどの組合せによる既存の対

策を加速化させることに加え，重層的な対策として時間は要するが効果が期待できる「広域的

なフェーシング」，または「追加的な遮水とその内側のフェーシング」を追加的に実施すること

が効果的であるとしている。 

以上に示したポイントを押さえつつ，さらに他の指標についても吟味して総合的な評価を踏

まえて重層的な対策を講じていくべきである。なお，以上の既存の対策及び追加的な対策を

実施して建屋内への地下水流入を抑制するとともに，建屋の止水（建屋外壁貫通部，建屋間

ギャップ，建屋周辺）を実施することで廃炉対策の推進を図る必要があるとしている。 
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(c) 汚染水を「漏らさない」対策（地下水流動に影響を及ぼさないもの） 

汚染水を「漏らさない」対策のうち，局所的な対策等で敷地全体の地下水流動には影響を

及ぼさないものについては，個々の対策の効果（リスク低減の程度）等を評価した実施の優先

度を検討して，以下の取りまとめを行っている。 

ボルト締め型タンクや鋼製横置きタンクから溶接型タンクへのリプレース，タンクエリアの堰

のかさ上げ・二重化，排水路の暗渠化，排水口の港湾内へのルート変更，ボルト締め型タンク

の底面の漏水対策，津波対策（建屋の防水性向上），地下水位低下に備えた建屋内水位の

コントロール（原子炉建屋深部への排水ポンプの設置等）の優先度が高く直ちに実施すべき

である。 

次いで，高温焼却炉建屋・プロセス建屋に滞留している汚染水の量の低減，汚染水移送ル

ープの縮小，より安全な配管ルートへの変更，耐放射線性に優れた配管への取替え等を順次

実施していくべきである。また，津波対策（防潮堤の設置等の追加対策），大量の汚染水漏え

い発生時に海洋流出を防止するシステムの構築については，調査・検討を行った上で実施を

検討すべきであるとしている。 

 

(d) 汚染水を「漏らさない」対策（タンク容量の確保） 

汚染水の量が増加して貯留タンクの不足等により汚染水が貯留できなくなる事態を回避す

るため，汚染水貯留タンクの増設や設置の加速化等は直ちに実施すべきであるとしている。 

解析結果（汚染水の増加量）の厳しい条件を想定すると，汚染水貯留容量が逼迫するリスク

を排除できず，汚染水の増大を最小化することが必要である。このため，効果が大きく，効果

の発現が早い地下水流入抑制対策として，陸側遮水壁，サブドレン，地下水バイパスなどの

既存対策を加速することが重要であるとしている。 

ただし，タンク容量と汚染水の貯留必要量とのバランスは，施設の運用計画だけではなく

ALPS 処理水*3（以下，「処理水」）の処理・貯留とも密接に関係する。このため，処理水に残置

するトリチウムの処理技術についての検証や，トリチウムを含む処理水のリスクについて総合的

に評価する取り組みが重要である。現在のタンク増設計画と貯留必要量の関係を考慮すると，

平成 26 年度中はタンク容量の逼迫は起きないと想定されるが，地震時のスロッシングのリスク

を考慮してタンクの水位に余裕を確保する場合には，タンク容量の逼迫が早まることから，平

成 26 年度のできるだけ早い時期にタンク容量が不足するリスクを見極め，必要に応じ追加対

策を講じられるようにする必要があるとしている。 

 

 

 上記までの汚染水処理対策委員会の報告 1)では，地下水流入抑制のための重層的な対策

として「広域的なフェーシング」，または「追加的な遮水とその内側のフェーシング」の追加的な

実施が重要と位置づけられ，その主旨に沿った廃炉・汚染水問題に対する追加対策が原子

力災害対策本部（第 33 回，2013 年 12 月 20 日）4)，5)において決定された（表 3-4）。 

決定された追加対策のうち「汚染源に水を近づけない」対策の陸側遮水壁については，汚

染水処理対策委員会による技術公募が行われ，応募された工法についての検討により凍土

                                                      
*3トリチウムを除く放射性物質を除去対象とした多核種除去設備（ALPS）で処理をした水 
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方式による陸側遮水壁が採用された。採用の経緯を含めた陸側遮水壁の情報については，

「3.2.2 個別の汚染水処理対策」で取りまとめた。 

 

表 3-4 廃炉・汚染水問題の追加対策 6)より引用 

 
 

汚染水処理対策委員会は，対策案の施工の可能性・難易度（施工性），効果や効果発現ま

での時間に着目した検討を継続して実施している。検討に当たっては，現場の条件を考慮す

る必要があることから，一般社団法人日本建設業連合会から推薦を受けた現場での施工に関

する知見と経験を有する委員を加え，現地調査を含めた具体的な対策案の検討を行っている

7)，8)。 

現地調査では，他工事との関係や地形条件等を考慮した施工の可能性・難易度（施工性）

に着目した評価を行い，効果や効果発現までの時間については，対策工の組合せや範囲・

形状などを地下水流動解析（定常解析，非定常解析）により評価している（図 3-28）。 

検討の結果，建屋への地下水流入量抑制の観点からは，サブドレン，陸側遮水壁に代替

できる対策はないと評価され，効果発現までの時間を考慮すると，陸側遮水壁の構築（及びサ

ブドレンの復旧）を最優先で実施すべきことが再確認された（図 3-29，ケース 6）。 

また，サブドレン・陸側遮水壁が機能しない場合も想定し，重層的な対策としてフェーシング

について「追加的な遮水とその内側のフェーシング」と「広域的なフェーシング」の比較を行っ

た結果，広域的なフェーシングと地下水バイパスを組合せることで効果発現までの時間が短

縮され（図 3-29，ケース 111），地下水バイパスの運用を前提とすれば，「広域的なフェーシン

グ＋地下水バイパス」がより優位であると結論している 7)。 
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図 3-28 現地調査結果，地下水流動解析ケース 7)より引用 

 

 
（解析ケースは，表 3-3，図 3-28 を参照） 

図 3-29 解析結果（定常解析，非定常解析）7)より引用
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 個別の汚染水処理対策 

(1) 汚染源を取り除く対策（海水配管トレンチの汚染水除去及び充填） 

2011 年 4 月に 2 号機のタービン建屋から，5 月に 3 号機のタービン建屋から海水配管卜レ

ンチを経由した高濃度汚染水が港湾内へ流出したことにより，トレンチ内はタービン建屋と連

通して高濃度汚染水が滞留していることが判明した。この高濃度汚染水流出箇所については，

事故初期段階の高濃度汚染水流出箇所の緊急対策（2.2.1(1)参照）により流出を防止してい

るが，その後の調査により，1 号機を除く海水配管トレンチには，高濃度汚染水が滞留して漏

えいのリスクを抱えたままの状態であることが確認された（図 3-30）。 

このため，2013 年 10 月から凍結工法によるタービン建屋とトレンチ接続部の対策工を開始

し，2014 年 11 月から水中不分離で長距離流動可能なセメント系充填材を用いたトレンチ内部

の閉塞とトレンチ内部の汚染水の移送が行われた。 

トレンチ内部の閉塞は，タービン建屋とトレンチの接続部に大型のパッカーと凍結管により

止水壁を設置し，汚染水の流れを抑制して汚染水を凍結させる方法で（図 3-31，図 3-32），

建屋からの海水配管トレンチへの汚染水の供給を遮断した後，海水配管トレンチ内の汚染水

の移送（汲上げ）を行い，トレンチ・立坑をコンクリートにより閉塞（充填）する対策が計画された。 

従来の凍結工法は，地盤中の間隙水を凍結させて地下水の流れを止める工法で，海水配

管トレンチに滞留しているような水を直接凍結させた実績はない。このため，以下のような課題

が考えられた 2)。 

 ・水そのものの凍結の可否 

 ・凍結によるコンクリート躯体や配管類等への影響 

 ・パッカーを設置するためのボーリング掘削時の汚染水の流出 

 ・パッカーの膨らみ不良による不完全な止水 

これらの課題については，事前の実証試験で止水壁の成立性を確認した後，施工を開始し

ている（図 3-33）。 
 

 

図 3-30 海水配管トレンチの概要 1)より引用 

2～4 号機海水配管トレンチ平面図 

2 号機海水配管トレンチ断面図 
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図 3-31 海水配管トレンチ汚染水対策の流れ 2)より引用 

 

 

図 3-32 タービン建屋と海水配管トレンチの接続部の凍結（イメージ）2)より引用 
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図 3-33 海水配管トレンチ充填工事（2 号機）の状況 3)より引用 

 

凍結開始以降，温度データや流向・流速計による測定により凍結効果の確認を行っている。

測定の結果，滞留水は建屋側の水位変動に伴い建屋とトレンチ間の貫通部を通じて流出入し，

パッカーのない箇所や配管・ケーブルトレイ周辺部に水流が発生して凍結の支障となり，凍結

による完全な止水壁の構築には至っていないことが確認された 4)。 

このため，原因の調査や対策の検討を行い（詳しい検討経緯は，原子力規制委員会，特定

原子力施設監視・評価検討会 第 25 回～第 37 回を参照），充填材料（砕石，コンクリートなど）

の投入によるトレンチの閉塞を実施することとなった（図 3-34）。 

特定原子力施設監視・評価検討会での検討では，この方法による課題は以下のとおりとさ

れた。 

①凍結止水付近からの流入，トレンチ内への地下水の流入などが発生する可能性は否定

できず，汚染水が存在する状態で閉塞することを考慮することが必要。 

②閉塞材料については，水中で長距離を流動し性状が変わらない材料が必要。 

③閉塞中に地下水流入等が生じた場合の対応が必要。 

④水中充填による閉塞となるため，立坑の水位観測を確実に実施して立坑の水位上昇によ

る汚染水の溢水を防止する管理が必要。 

 

①～③については，水中で長距離流動可能なセメント系充填材の開発により課題の解決を

図っている。また，充填箇所の特徴に応じて以下の材料を使用している 6)。 

・長距離水中流動特殊充填材 

トンネル部を対象に，水中を 85m 流動しても材料分離に伴う品質低下や回収する 
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汚染水のアルカリ濃度の上昇を生じさせない材料として開発された充填材。 

・低収縮性を有する水中不分離性コンクリート 

立坑部の止水性を確保する目的で使用する。高流動コンクリートに相当する間隙通

過性と自己充填性を有し，各種混和材（剤）の添加によって水密性と低収縮性を付

与した材料。 

・水中重量ペースト 

トンネル部や立坑部の隙間やひび割れを埋める機能をもつ。自重によって細かい隙

間に入り込むように密度が大きく（4.3 g／cm3），粒径が小さく（平均粒径 10μm），か

つ化学的に不活性な硫酸バリウム微粉末を混入した材料。 

・水中硬化型高流動エポキシ樹脂 

立坑部の充填材をキャッピングする機能をもつ材料。水中を 6m 以上流動して自己

充填性にも優れた材料。 

・高流動コンクリート 

立坑最上部の「ふた」の役割を担う材料。ひび割れ抑制対策としてフライアッシュセメ

ント，石灰岩骨材に膨張材を添加した材料。 

 

 

図 3-34 海水配管トレンチの充填の概要図（2 号機海水配管トレンチの例）5)より引用 

 

なお，海水配管トレンチに隣接するスクリーンポンプ室については（図 3-30），汚染水の流

入を早急に回避する必要があったため，海水配管トレンチの充填に先行して，海水配管トレン

チ向けに開発を進めていた充填材を用いた閉塞工事（合計約 20,400 m3 の打設，図 3-35）を

行い 2015 年 7 月に閉塞作業を完了させた。 
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図 3-35 スクリーンポンプ室へのコンクリート打設状況 6)より引用 

 

(a) 長距離流動可能なセメント系充填材の開発及び施工 

高濃度汚染水が滞留した状態でトレンチ内を充填することから，汚染水の漏えいリスク及び

削孔作業に伴う作業員の被ばくリスクを考慮して，トンネル部に中間孔を設けず，充填孔と打

上がり高さの確認のための調査孔は既設立坑に設ける計画とした。このため，充填材は立坑

間（最長区間で 80m 程度）を水中流動可能で，かつ水中不分離性を有することが条件となる。

この条件を満足する材料は，骨材を使用せずセメント・フライアッシュ及び特殊混和剤で構成

するものとし，下記の仕様を設定した 1)。 

・モルタルフロー(JIS R 5201：0 打)：370～450mm 

・空気量(JIS A 1128) ：5 %以下 

・温度：5～35℃ 

・水中圧縮強度(JIS A 1108）：σ28≧2.0 N／mm2 

・水中気中強度比(JSCE－D104)：0. 8 以上 

・ブリーディング率(JSCE－F522) ：0 % 

・体積変化（JSCE－F522)：0.5%以下 

充填材については，室内試験練りにより材料・配合を選定し（表 3-5），トレンチ内の支障物

（ケーブルトレイ，配管等）を模擬したモックアップ試験で流動性及び充填性の確認を行った

上で施工を実施した。 
 

表 3-5 高流動充填材の配合 1)より引用 
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施工ではトレンチ立坑の頂版に注入孔を設け，以下の構成の設備を各海水配管トレンチの

構造に適合させて設置した（図 3-36）。 

・充填孔：充填用の配管を入れる孔（φ350mm 程度） 

・観測孔：充填材の打設高さの測定（有孔管を挿入）と水位計を設置する孔（φ200mm 程 

      度） 

・ポンプ孔：汚染水を汲上げて移送するポンプを挿入設置する孔（φ450mm 程度） 

施工時の課題としては，トレンチ内の汚染水が被圧している区間で削孔時に汚染水が地中

に流出すること，汚染水がケーシングの根元から地中に流出すること等が考えられた。 

このため，前者については，薬液注入により地下水位以深の地盤を改良した後，図 3-37 に

示すマルチステップボーリング工法による削孔で流出防止対策が行われた。また，後者につ

いては，削孔部より海側に観測井戸を設置して水質を監視する対策がとられた。 

 

 

図 3-36 施工方法（3 号機海水配管トレンチの例）7)より引用 

 

 

図 3-37 マルチステップボーリング工法 1)より引用 

 

施工は，各段階ごとの揚水試験（図 3-38）による水位変動（連通）の有無で充填効果を確

認しながら実施し，合計約 11,270m3 の充填を完了した（表 3-6）。 
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立坑 Cで揚水し，その他の立坑の水位変動を測定 

図 3-38 揚水試験概要図（2 号機の例）7)より引用 

 

表 3-6 施工実績（2015 年 10 月 13 日時点）8)より引用 

 
 

なお，海水配管トレンチの汚染水除去及び充填に関しては，以下の学会等から表彰が行わ

れた。 

日本コンクリート工学会 

2017 年 日本コンクリート工学会賞 技術賞 

福島第一原子力発電所 汚染水対策工事に用いられた「長距離水中流動

特殊充填材」 

土木学会 

平成 28 年度 土木学会賞 技術賞・Ⅰグループ 

福島第一原子力発電所汚染水対策工事―海水配管トレンチ/スクリーンポ

ンプ室閉塞工事― 

内閣総理大臣感謝状 

2016 年度 福島第一原子力発電所海水配管トレンチ内部閉塞工事 

 

(b) 被ばく低減対策 

高線量環境での作業となるため，現地充填材製造プラント（200～300m3／日の打設に対応

できる供給能力）は，発電所全体の工事計画に整合したヤード（空間線量が低い 5 号機，6 号

機側）に設置してプラント運転員の被ばく線量低減を図るとともに，充填作業エリアでは，作業

箇所への砕石・鉄板の敷設，側部はコンクリート擁壁・遮へいシート（鉛毛マット）の設置等の
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被ばく低減対策が実施された（図 3-39）。 

 

 

図 3-39 被ばく低減対策 1)より引用

砕石・敷鉄板・コンクリー卜擁壁よる遮へい 鉛毛マットによる遮へい及びタングステンベスト 
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(2) 汚染源に水を近づけない対策 

(a) 地下水バイパス 

地下水バイパスは，2011 年下期から 1～4 号機建屋周りの地下水位低下対策として検討が

進められていた（図 3-40）。 

 

 

図 3-40 地下水バイパスのコンセプト 1)より引用 

 

1～4 号機建屋の滞留水については，今後の燃料取り出しに向けて段階的に水位を低下さ

せていく計画であり，これにあわせてサブドレンを復旧し，建屋内へ流入する地下水も低減さ

せる必要がある。検討実施時点では，サブドレンから汲上げた地下水を浄化して，海洋放出

することについての社会的同意が得られる見通しがたっていなかった。 

このような現状を踏まえ，地下水は山側から海側に向かって流下していることから，汚染リス

クが低いと考えられる建屋山側で地下水を汲上げ，建屋への地下水流入を抑制して汚染され

ていない汲上げ水を海洋放出する地下水バイパスの成立性について，以下の項目の検討が

行われた。 

①地下水バイパスの効果 

東京電力において用いられている既存の 3 次元地質構造モデルに基づいた地下水流

動解析により，揚水井の本数，設置位置，施工深度，汲上げ量と建屋内に流入する地下

水の低減効果等について，事故直後から検討が行われていた（図 3-41）。 

②建屋山側の水質の確認 

 震災直後に建屋の山側で実施された調査ボーリング（3 孔，図 3-15）の地下水の定期

的な水質分析結果から，建屋山側の地下水の汚染の可能性は少ないものと判断された。

また，地下水バイパスの揚水井削孔後の水質検査でも，地下水は汚染されていないこと
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が確認された 1)。 
 

 

図 3-41 地下水バイパスの効果予測（浸透流解析結果：建屋周辺の 

地下水位）2)より引用・一部改変 

 
③揚水井設置工事の成立性 

施工箇所は発電所山側の O.P.+35m 盤の台地上に位置しているため，発電所建屋か

らのスカイシャインや残置されている高線量がれきなどによる高線量環境下での施工とな

る。このため，十分な被ばく低減対策（大型土嚢による遮へい，施工時間の短縮など）を

考慮した施工方法の工夫により工事の成立性を確認している。 
 

地下水バイパスは，12 本の揚水井を帯水層（中粒砂岩（Ⅰ層））の下端部まで掘削し，汲上

げた地下水を 3 系統の配管ルートで移送する設備とし（図 3-42，図 3-43），汲上げ試験，水

質の確認を行った後，2014 年 4 月 9 日から順次稼動し，2014 年 5 月 21 日から本格的な運

用を開始した 3)。 
 

 

図 3-42 地下水バイパス 揚水井の設備 2)より引用 

地下水バイパスの稼働水位（地下水の汲上げ水位）により，建屋山側の地下水位は 10～130cm

程度の低下，建屋流入量は 290～390m3／日程度に低減するものるものと想定された  

揚水井の汲み上げ 

能力による 
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図 3-43 地下水バイパス設備全体平面図 2)より引用 

 

地下水バイパスの運用方法を以下に示す。 

①運用の基本方針（表 3-7） 

・汲上げた地下水は一旦タンクに貯留し，水質が運用目標を満足していることを確認した

上で排水する。 

・揚水井やタンクに貯留した水を定期的にモニタリングするとともに，第三者機関による分

析を実施する。 

 

表 3-7 地下水バイパス水の管理方法 2)より引用 
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②揚水井の運用 

・地下水バイパスの運用は段階的に揚水井水位を低下させ，建屋周辺の地下水位低下

状況及び汲上げ水の水質等のモニタリングを行いながら，建屋内滞留水が建屋外に

漏れ出さないように慎重な水位管理を実施する（図 3-44，図 3-45）。 

・建屋周辺のサブドレンや原子炉建屋と揚水井の間の観測孔を利用して，地下水の水質

を確認する。 
 

 

図 3-44 地下水バイパス揚水井の運用イメージ 2)より引用 

 

 

図 3-45 基本的な水位等の監視計画 2)より引用 

 
③タンクの運用 

・タンクは Gr1～Gr3 の 3 系列からなり，各系列に 3 基（合計 9 基）のタンクを設置し，図 
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3-46 に示す方法（貯留→分析→排水のサイクル）で運用を行う。 

 

 

図 3-46 地下水バイパス貯留タンクの運用イメージ 2)より引用 

 

地下水バイパスの稼働（2014 年 4 月 9 日）から約半年後（2014 年 10 月 14 日）の建

屋流入量の低減は，高温焼却炉建屋の止水に加え地下水バイパスの稼動により，合計

90m3／日程度の建屋流入量の抑制効果があるものと評価された(図 3-47)。 

地下水バイパスの運用開始以降，地下水の流れの上流側に位置する汚染水貯留タンクや

地下貯水槽の汚染水漏えい 4)の影響により，一時的にトリチウム濃度が上昇して一部の揚水

井の汲上げを停止した時期もあったが，運用開始以降ほぼ順調に稼働し，2018 年 11 月 27 日

までの累積排水実績は 426,198m3 となっている 5)。 

 

 

図 3-47 地下水バイパスの建屋流入量への抑制効果 2)より引用
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(b) サブドレン 

発電所の主要建屋については，地震時の浮力低減（地下水位低下）と建屋内への地下水

流入抑制を目的として，ピット内のポンプにより中粒砂岩（Ⅰ層）の地下水（不圧地下水）を汲

上げるサブドレンが，建屋近傍に 93 基（このうち，1～4 号機建屋周りには 57 基，一部のサブ

ドレンは底部で横引き管により接続）設置されていた（図 3-48）。 

サブドレン設備は，津波やその後の水素爆発によるポンプ等の損傷，がれきの混入，さらに

高濃度汚染水の滞留などのため運転を停止していた（図 3-48）。このため，建屋周囲の地下

水位が上昇し，建屋への地下水流入増加の要因となっていた。 

また，地下水バイパスの運転だけでは，建屋周囲の地下水位を十分にコントロールすること

ができないため，サブドレン設備を復旧して建屋周囲の地下水位をコントロールしながら低下

させ，建屋への地下水流入量の低減を図ることが急務となっていた。 

さらに，将来のドライアップに向けた建屋水位の低下を行うためには，サブドレンの稼働水

位調整（低下）による地下水位のコントロールが重要となる。このため，サブドレンについては，

陸側遮水壁や表面フェーシング等のその他の対策工を考慮した地下水流動解析により，地下

水位の低下量，汲上げ量などの予測を行い，サブドレンの復旧や新設，浄化設備の容量等の

検討を踏まえ，2012 年から以下の方針で再稼働に向けた準備が開始された 1)，2)。 

①既設ピットのうち復旧可能なピットについては，ピット内の浮遊物質やがれきの除去，ポン

プの再設置を行い速やかに再稼働させる（27 基）。 

②復旧が難しいピットについては，近接位置で施工性確認のための試験掘削を行い，施工

の可能性を確認した後，ピットを新設して稼働させる（15 基，図 3-49，図 3-50）。 

 ③サブドレン汲上げ水の移送・処理設備は，サブドレンピットの汲上げ水の他に，海側遮水

壁と既設護岸の間に設置される地下水ドレンからの汲上げ水を対象とする。汲上げた水

に含まれている放射性核種（トリチウムを除く）を十分低い濃度になるまで除去し，浄化さ

れた水は水質を確認した後に排水できる設備構成とする（図 3-51）。 

④本格運転に際しては，以下の事項に留意する。 

・安定的な水位を維持した運転を行うこと（サブドレンの安定運転）。 

・地下水位の高い山側サブドレンから運転させること（運転順序）。 

・建屋水位と地下水の逆転（建屋水位よりも地下水位が低くなり，建屋内汚染水の地山へ

の流出）を発生させないこと。 

・浄化性能の確認等の安定運転確認試験を行った後，本格運転に移行すること。 

 

安定運転確認試験で安定的な水位を維持した運転と浄化性能等を確認した後，2015 年 9

月 14 日より本格運転を開始した。2018 年 11 月 27 日までに浄化した地下水の累積排水量の

実績は，634,052m3 となっている 6)。 
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図 3-48 サブドレンの配置と事故後の状況  

 

 

図 3-49 サブドレンの構造（既設及び新設）の概要図 2)より引用 

 

 

図 3-50 新設サブドレンの施工状況  

事故後のサブドレン 

ピット内部 1)より引用
 

サブドレンの配置 2)より引用 

新設サブドレンの施工状況 4)より引用 
掘削重機の例 3)より引用 
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図 3-51 サブドレンの設備構成 5)より引用 

 

サブドレン汲上げ時の最低水位（Ｌ値）の推移を図 3-52 に示す。サブドレンの本格運転以

降，建屋周辺の地下水位の状況及び汲上げ量の増減に着目しながら，段階的にＬ値の低下

（汲上げ水位の低下）を実施して，建屋周辺の地下水位のコントロールを図っている。 

なお，現在は大雨時でも確実に建屋周辺地下水位の上昇を抑え，建屋への地下水流入を

抑制するため，サブドレン信頼性向上対策（サブドレン設備全体の増強（新設ピットの増強（大

口径化），サブドレンの増設，未復旧サブドレンの復旧），移送管の増強，集水タンク・一時貯

留タンクの増設，浄化設備の 2 系列化）が進められている（図 3-53）。 

また，サブドレンをはじめとした水処理設備（地下水バイパス，地下水ドレンなど）の共通の

課題である配管等の付着物による汲上げ能力の低下については，定期的な清掃（付着物の

除去，図 3-54）と共有配管の単独化などの対策が取られている（図 3-55）。 

 

 

図 3-52 サブドレン L 値の推移 5)より引用  
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図 3-53 サブドレンの強化対策 3)より引用   

 

 

図 3-54 配管の清掃状況 7)より引用  

 

 

図 3-55 配管単独化のイメージ 7)より引用
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(c) 陸側遮水壁 

(i) 凍土方式による陸側遮水壁の概要 

l～4 号機建屋では，地下水が流れ込み新たな建屋内滞留水が発生している。建屋内滞留

水は回収して浄化処理した後，冷却水として一部再利用されているが，増加分はタンクを増設

して貯留し続けている。 

凍土方式による陸側遮水壁は，建屋周りを凍土による遮水壁（深さ約30m，全長約1,500m）

で取り囲み，海側遮水壁と接続させることにより山側から海側へ流れる地下水を迂回させて，

建屋に近づけないことで汚染水の増加を低減させる（図 3-56）。 
 

 

図 3-56 陸側遮水壁の造成と地下水流れのイメージ 1)より引用 

 
陸側遮水壁の構築は，国の補助事業（平成 25 年度 汚染水処理対策事業のうち凍土方式

遮水壁大規模整備実証事業 2)）として実施され，凍結管を地中に約1m間隔で鉛直に設置し，

ブラインと呼ばれる約-30℃の冷却媒体（塩化カルシウム 30%水溶液）を循環させ，管周りの土

を凍らせ太く成長させることで連続した止水壁を形成する工法である（図 3-57）。ブラインは凍

結内管の中を下降し凍結外管を上昇する。この凍結に必要な内外の二重管を保護管内に収

めた三重管構造とすることで，長期運用期間中に必要に応じて凍結管の交換を可能にしてい

る。保護管は，削孔管の底部をパッカーで閉塞して地中に残置する（図 3-58）。陸側遮水壁

の設備構成は，図 3-59 及び表 3-8 に示すとおりである。 
 

 

図 3-57 凍土造成の手順及び凍土のイメージ 3)より引用 
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図 3-58 凍結管の構造断面 1)より引用 

 

 

図 3-59 陸側遮水壁の設備配置図 1)より引用 
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表 3-8 陸側遮水壁の主要設備 1)に基づいて作成 

 
 

(ii) 凍土方式による陸側遮水壁の採用の経緯 

汚染水処理対策委員会は，廃炉対策推進会議（第 3 回，平成 25 年 4 月 19 日）の議長（経

済産業大臣）の指示（当面の対応，短中期的な対応，中長期的な対応の検討）4)に基づき，こ

れまでの対策を総点検して，汚染水処理問題を根本的に解決する方策や汚染水漏えいへの

対応，特に地下水の建屋への流入についての対応策を整理し，第 2 回 汚染水処理対策委

員会（平成 25 年 5 月 16 日）で，今後の検討の方向性について報告している 5)。 

報告では，計測データや地下水流動解析結果に基づいた地下水流動と建屋内滞留水の

流動等の状況分析を進めるとともに，建屋への地下水流入抑制の具体的な方策については，

ゼネコンから提案を受けた陸側遮水壁の工法（凍土壁案 6），粘土壁案 7)，グラベル連壁案 8)，

その他 9））についての評価を行った（表 3-9）。 

なお，提案には一般的なコンクリートや鋼管による遮水壁の構築案はなく，その理由は以下

のとおりと考えられた 10)。 

・建屋周辺にはケーブルダクトなどの埋設構造物が非常に多く分布し，その中には汚染水

が溜まっていることが懸念された。遮水壁構築の際にこれらを取り壊した場合，埋設構造

物及びその周辺からの放射性物質の流出につながるリスクが大きいと考えられる。その場

合は，工事は停止し，最悪の場合は計画の見直しにつながる。 

・掘削に伴う地下水の流出はポンプで処理することになるが，放射性物質が検出された場

合，濃度によっては現場作業が困難で地下水の浄化も必要となり，貯留水の増加の原因

となる可能性がある。 

・大量に発生する残土も放射性廃棄物になることが懸念される。 

・コンクリートや鋼管による遮水壁構築の施工機械は大型になる。建屋周辺の施工環境で

は，約 30m の掘削もしくは鋼管杭の打ち込み等は厳しい。 
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表 3-9 陸側遮水壁の工法に対する提案概要 11)より引用 

 
その他（清水建設）については，参考文献 9)を参照 

 

陸側遮水壁に求められる要件は以下のとおりである 12)。 

①遮水能力が高く，地下水の流入抑制効果が高いこと。 

・地下水の流入量の抑制効果が高いことが望ましく，遮水壁の透水性は小さいほどよい。 

・地震などによって遮水壁に亀裂が発生した場合でも，遮水機能の低下が起こりにくいほ

どよい。 

②施工期間の短さ，施工可能性の高さ，遮水壁で囲い込む範囲を狭くできること。 

・高線量下での作業を考慮すると，施工期間の短さや施工可能性が高いことが好ましい。 

・地下埋設物の存在があっても施工可能であること。 

・周辺へ汚染水を流出させない施工方式が好ましい。 

・取り扱う地下水の総量を少なくし，また，地下水管理を容易とするため，囲い込む範囲

が狭いことが好ましい。 

・発生する残土が少ないことが好ましい。 

③既設の埋設構造物に大きな影響を与えないこと。 

④完成後の地下水位管理が比較的容易であること。 
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⑤完成後の補修等の管理が比較的容易であること。 

凍土壁は既設構造物を取り壊さず，また，地下水の凍結で遮水性の高い壁の構築が可能

なため，他の方法に比べ前記の要件に対する優位性があると判断され，第 3 回 汚染水処理

対策委員会（平成 25 年 5 月 30 日）11)において，「遮水効果，施工性等に優れる凍土方式」に

よる陸側遮水壁が採用された（表 3-10）。 

 

表 3-10 陸側遮水壁の工法の比較 11)，22)より引用 

 

 

また，汚染水処理対策委員会 11）は，凍土方式による陸側遮水壁の採用に際して以下の留

意点を示している。 

・最短で進めた場合でも施工計画の策定に約 6 ヶ月，施工に約 1 年が必要であり，燃料取

り出しカバー工事，その後に計画している使用済み燃料の共用プールへの輸送作業等

の工事との工程調整が必要である。 

・凍土による遮水壁はこれまで 2 年程度の運用実績はあるが，このように大規模で 10 年を

超える運用実績はない。また，継続的に冷凍機を運転させる必要があることから，津波対

策を含めた凍土システム（凍結装置，電源設備）の長期的な信頼性を確保する必要があ

る。 

・陸側遮水壁を設置して山側からの地下水流入が抑制されると，遮水壁内側の地下水位が

低下し，建屋内滞留水の水位との差が縮まることで建屋内汚染水の外部への流出リスク

が高まる。このため，地下水と建屋内滞留水の水位管理は必要不可欠で，それぞれの水

位を正確に把握して挙動の予測を行うとともに，建屋周囲で地下水の供給，排出を的確

に行う地下水位管理が重要である。 

 

このうち，サブドレンや新設のリチャージウェル（注水井）等による遮水壁内の排水や注水の
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地下水位管理，遮水壁に囲まれたエリアのフェーシングによる雨水の地下への流入防止，建

屋内滞留水の排水等の水位管理については，適切な設備配置と運用，建屋周辺の地下水位

の観測網の組合せで対応可能と考えられるが，世界に例のない初めての取り組みであり，今

後，その具体的な実現方法について引き続き検討を行い，効果も評価しながら工事を進める

必要があるとしている。 

さらに，陸側遮水壁は，サブドレンが十分機能しない場合の対応策として必要不可欠な設

備である。また，建屋内滞留水が外部に流出した場合にも，汚染範囲を最小限に止めると同

時に海洋への流出を確実に防止する機能をもつ。このため，陸側遮水壁は可及的速やかに

構築する必要があることから，2013 年 12 月までに技術的課題の解決状況を検証するととも

に，2013 年度末までに実証試験（フィージビリティ・スタディ）12），13)を実施して，確立すべき技

術の実証を行ない，その後，詳細設計や準備工などが整い次第，速やかに本体工事に着手

し，2015 年度上期を目途に運用を開始するスケジュールが決定された(表 3-11)。 

このような技術的，工程的に厳しい条件での陸側遮水壁の構築のため，東京電力，ゼネコ

ン等の専門家からなる実務的なタスクフォース（陸側遮水壁タスクフォース）を汚染水処理対策

委員会の下に設置し，陸側遮水壁の設計，施工計画の策定等の評価，進捗管理，効果の評

価などを行うことにより，速やかな陸側遮水壁の設置を図ることとした。 

 

表 3-11 陸側遮水壁の構築スケジュール（計画）14)より引用 

 

 

なお，汚染水処理対策委員会は，凍土壁の設置後も長期間にわたって安全面を含め万全

な現場体制による維持・管理を続けていくことが必要であることから，将来的に地下水の流入

抑制策に対する緊急性・重要性が低下してきた時期（例えば、格納容器の補修が完了して，

遮水能力をもち維持・管理が比較的容易な粘土による遮水壁へと入れ替えを行うことも検討

すべきであるとした 11）。さらに，凍土による遮水壁を大規模にかつ長期間にわたって運用した
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前例はなく，今後の検討次第では設置が困難となる場合もあり得る。その場合には，粘土によ

る遮水壁の設置を検討するべきであり，また，両者の設置が困難な場合には，グラベル連続

壁による対応も考えられるとしている。 

 

(iii) 陸側遮水壁の設計検討 

陸側遮水壁の主な設計検討事項を集約して 

表 3-12 に示す 15)，16)，17）。また，原子力規制委員会 特定原子力施設監視・評価検討会，

汚染水処理対策委員会，陸側遮水壁タスクフォースで議論された個別の技術課題や工事の

進捗管理，凍土壁の効果などの審議事項 18)，19)，20)を表 3-13 に示した。 
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表 3-12 陸側遮水壁の主な設計検討事項 15),16),17）に基づいて作成  
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表 3-13 原子力規制委員会，汚染水処理対策委員会，陸側遮水壁タスクフォースでの審議事項（2018 年 12 月 20 日現在）18),19),20)に基づいて作成 

 

年 月日 回 報告・審議事項 報告 月日 回 報告・審議事項 報告 月日 回 報告・審議事項 報告

－ － － － 地下水流入抑制のための対応方策 東京電力
地下水の流入抑制のための対策（概要）
-資源エネルギー庁-

資源エネル
ギー庁

－ － － －
総合的流入抑制対策の提案－粘土系遮水壁によ
る恒久的対策

大成建設 地下水の流入抑制のための対策
汚染水処理
対策委員会

－ － － － 凍土遮水壁による地下水流入抑制案 鹿島建設
陸側遮水壁（凍土方式）による 1～4号機 建屋 内
へ の地下水 流入量 低減 方策の検討 について

東京電力

－ － － －
東京電力株式会社福島第一原子力発電所
建屋内地下水流入抑制対策工に関する提案 清水建設

平成25年度「発電用原子炉等廃炉・安全技術基盤
整備事業（地下水の流入抑制のための凍土方式
による遮水技術に関するフィージビリティ・スタディ
事業）」に関する企画提案書

鹿島建設

－ － － －
総合的流入抑制対策の提案－短中期的対策～中
長期的対策－

大成建設 福島第一原発の地下埋設物について 東京電力

－ － － －
凍土遮水壁による地下水流入抑制案
課題と対応策 鹿島建設

8月
20

日 3

平成25年度「発電用原子炉等廃炉・安全技術基盤
整備事業（地下水の流入抑制のための凍土方式
による遮水技術に関するフィージビリティ・スタディ
事業）」に関する企画提案書

鹿島建設

－ － － － 建屋内流入抑制対策工の比較 清水建設 凍土遮水壁の目的・設計方針
東京電力
鹿島建設

－ － － － グラベル連続壁による地下水流入抑制案 安藤ハザマ
凍土遮水壁の検討事項に対する進捗状況（７／１
タスクフォースでの検討事項）

東京電力
鹿島建設

－ － － － 実証試験の現状報告 鹿島建設

－ － － － 凍土遮水壁の基本設計
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 凍土遮水壁の検討事項
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － フィージビリティスタディ事業 検討状況 鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土遮水壁設置後の地下水位管理の基本方針
（案）

東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】
ケーシング底部の止水性向上策検討状況報告

鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】 凍土
造成状況報告【速報】

鹿島建設

－ － － － － － － －
実証試験①：小規模遮水壁実証試験
光ファイバー方式測温システムの試適用(案)

鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】 凍結
管1.2ｍピッチ試験（案）

鹿島建設

－ － － － － － － － リチャージ設備の性能と運用に関する解析的検討
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －
１～４号機建屋貫通箇所を踏まえたリチャージの位
置付け（案）

東京電力

－ － － － － － － －
凍土遮水壁設置後の地下水位管理の基本方針
（案）

東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】
ケーシング底部の止水性向上策検討状況報告

鹿島建設

凍土方式遮水壁の概要について
資源エネル

ギー庁
－ － － －

凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】 凍土
造成状況報告【速報】 鹿島建設

凍土方式遮水壁の概要について（参考資料）
東京電力
鹿島建設

4月
28日 12

陸側遮水壁タスクフォースにおける検討状況につ
いて

資源エネルギ
－庁

実証試験①：小規模遮水壁実証試験
光ファイバー方式測温システムの試適用(案)

鹿島建設

凍土方式遮水壁について
資源エネル

ギー庁
陸側遮水壁タスクフォースにおける検討状況につ
いて

汚染水処理
対策委員会

凍土方式の小規模遮水壁実証試験【FS①】 凍結
管1.2ｍピッチ試験（案）

鹿島建設

東京電力(株)福島第一原子力発電所における予
防的・重層的な汚染水処理対策－添付資料－

汚染水処理
対策委員会

凍土壁1.2mの施工について
東京電力
鹿島建設

リチャージ設備の性能と運用に関する解析的検討
東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁の設計について
東京電力
鹿島建設

－ － － －
１～４号機建屋貫通箇所を踏まえたリチャージの位
置付け（案）

東京電力

「凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京
電力（株）への質問事項」へのご回答

東京電力
鹿島建設

－ － － －
水位管理に関する検討状況について 東京電力

鹿島建設

凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京
電力(株)への質問事項

原子力規制
庁

－ － － －
FS（実証試験④）による対象土層のリチャージ特性
の確認

東京電力
鹿島建設

凍土式遮水壁による汚染水対策に関する外部専
門家から提出されたご意見

原子力規制
庁

－ － － －
リチャージ特性評価試験の事後評価解析（解析目
的・解析条件等）

東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について
原子力規制

庁
－ － － －

注水井関連設備の詳細設計（実証試験結果を反
映）

東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁造成前後の地下水流動予測につ
いて

東京電力 － － － － リチャージ特性評価試験（実証試験④） 試験結果 鹿島建設

凍土方式遮水壁造成による地盤影響評価
東京電力
鹿島建設

－ － － － 実証試験④ リチャージ特性評価試験 試験結果 鹿島建設

資料編 東京電力 － － － － リチャージ特性評価試験の事後評価解析 鹿島建設

凍土方式遮水壁による地盤沈下の可能性等に係
る議論に当たっての論点整理について

原子力規制
庁

－ － － － 大規模実証事業の進捗について
東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京
電力(株)への質問事項

原子力規制
庁

－ － － － 大規模実証事業に関わる検討事項
東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について
原子力規制

庁
－ － － － 凍結管構造に関する検討

東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁の設置工事における地下埋設物
等への考慮について

東京電力
鹿島建設

－ － － － 凍結管ピッチに関する検討
東京電力
鹿島建設

資料編（その1）
東京電力
鹿島建設

－ － － － スタンドパイプの設置に関する検討
東京電力
鹿島建設

資料編（その2）
東京電力
鹿島建設

－ － － －
凍土方式遮水壁の設置工事における地下埋設物
等への考慮について

東京電力
鹿島建設

資料編（その3）
東京電力
鹿島建設

－ － － － モニタリング計画
東京電力
鹿島建設

凍土方式遮水壁の設置に伴う地下水および建屋
内汚染水の水位管理について

東京電力
鹿島建設

－ － － －
リチャ－ジウェルの目詰まり物質の推定と対策
（案）

鹿島建設

凍土方式遮水壁の設置に係る地下水等の監視お
よび緊急時の対応について

東京電力
鹿島建設

－ － － －
 実証試験① フィッティング解析及び複列部の閉合
期間評価

鹿島建設

凍土方式遮水壁による汚染水対策に関する東京
電力(株)への質問事項

原子力規制
庁

－ － － － 実証試験①維持運転実施状況 鹿島建設

凍土方式遮水壁に関するこれまでの経緯について
原子力規制

庁
－ － － － 実証試験①光ファイバに関する検討 鹿島建設

－ － － － － － － － 実証試験①計測結果 鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式遮水壁大規模整備実証事業状況報告
(1)施工進捗状況
(2)ケーシング底部止水状況（ゴムパッカー）

東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － スタンドパイプの設置に関する検討
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 凍土造成解析　検討の流れ 鹿島建設

－ － － － － － － － 凍土方式の小規模遮水壁実証試験状況報告 鹿島建設

－ － － － － － － － 凍結速度と地下水流速について 鹿島建設

－ － － － － － － －
光ファイバによる温度検層システムに関する検討
結果

鹿島建設

－ － － － － － － － 室内試験結果 鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土方式遮水壁大規模整備実証事業
状況報告

東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 1.2mピッチの施工について
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 複列施工について
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 制御運転に関する検討
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土遮水壁施工における汚染拡散防止基本方針
（案）

東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 凍土方式遮水壁大規模整備実証事業状況報告
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － － 凍土遮水壁閉合手順の検討
東京電力
鹿島建設

－ － － － 参考資料　凍土遮水壁閉合手順の検討
東京電力
鹿島建設

－ － － － 制御運転に関する検討
東京電力
鹿島建設

汚染水処理
対策委員会
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30日 3 地下水の流入抑制のための対策
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原子力規制委員会
特定原子力施設監視・評価検討会

汚染水処理対策委員会
汚染水処理対策委員会

陸側遮水壁タスクフォ－ス

年 月日 回 報告・審議事項 報告 月日 回 報告・審議事項 報告 月日 回 報告・審議事項 報告

陸側遮水壁閉合後の水位管理について
東京電力
鹿島建設

「汚染水処理対策技術検証事業」の進捗状況につ
いて

汚染水処理
対策委員会

陸側遮水壁（海側）トレンチ部の段階的な施工につ
いて

東京電力
鹿島建設

陸側遮水壁閉合後の水位管理について
参考資料

東京電力 陸側遮水壁閉合後の水位管理について 東京電力 陸側遮水壁閉合後の水位管理について
東京電力
鹿島建設

3
月

4
日

32
陸側遮水壁閉合後の水位管理について
前回ご指摘事項へのご回答

東京電力
鹿島建設

陸側遮水壁閉合後の水位管理について
参考資料

東京電力 陸側遮水壁閉合後の水位管理について 参考資料
東京電力
鹿島建設

陸側遮水壁閉合後の水位管理について
東京電力
鹿島建設

－ － － － 陸側遮水壁の工事の進捗について

陸側遮水壁閉合後の水位管理について（第31回
特定原子力施設監視・評価検討会資料3および参
考3 より抜粋）

東京電力
鹿島建設

－ － － － 試験凍結の状況について
東京電力
鹿島建設

5月
2
2

日 3
5 建屋への地下水流入抑制策について－基本シナ

リオにおける陸側遮水壁閉合の進め方－
東京電力 － － － －

建屋への地下水流入抑制策について
－各対策の実施手順と水位管理－

東京電力
鹿島建設

7
月

1
日

36
試験凍結実施状況・建屋内外水位が逆転した場合
の影響検討

東京電力

7
月

29
日

16
陸側遮水壁タスクフォースにおける検討状況につ
いて

汚染水処理
対策委員会

陸側遮水壁の工事の進捗について
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －

試験凍結の状況について
(1)地中温度及びブライン温度
(2)中粒砂岩層水位観測井（Ci-1）水位
(3)試験凍結箇所近傍の被圧水頭

東京電力
鹿島建設

1
0月

1
4日 37 陸側遮水壁の進捗状況報告 東京電力 － － － － 試験凍結に関する報告 東京電力

陸側遮水壁等の地下水流入抑制対策に関する論
点整理

原子力規制
庁

－ － － － 水位管理について 東京電力

至近の地下水挙動ならびに陸側遮水壁閉合に関
する検討結果

東京電力

12
月

1
1
日

17
陸側遮水壁タスクフォースにおける検討状況につ
いて

汚染水処理
対策委員会

水位管理について
サブドレン稼働・海側遮水壁閉合時の地下水挙動
に基づく陸側遮水壁閉合に関する監視・評価検討
会報告事項（案）

東京電力

陸側遮水壁の運用に係る設問事項及び評価
原子力規制

庁
－ － － － － － － －

陸側遮水壁に関する東京電力のこれまでの説明
状況及び評価について

原子力規制
庁

－ － － － － － － －

陸側遮水壁の検討結果（概要） 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁の検討結果 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁の検討結果［別冊資料］ 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁に関する東京電力のこれまでの説明
状況及び評価について

原子力規制
庁

－ － － － － － － －

3
月

3
日 41 陸側遮水壁の閉合について 東京電力 － － － － － － － －

4
月

25
日

42 陸側遮水壁の状況（第一段階フェーズ１） 東京電力 － － － － 陸側遮水壁の状況（第一段階フェーズ１） 東京電力

6
月

2
日

43
陸側遮水壁閉合（第一段階フェーズ１）の状況と
フェーズ2への移行

東京電力 陸側遮水壁の状況について
汚染水処理
対策委員会

事務局

陸側遮水壁の状況（第一段階フェーズ１）
参考資料集

東京電力

7
月

19
日

44 陸側遮水壁の状況 東京電力 陸側遮水壁の進捗状況
汚染水処理
対策委員会

－ － － －

陸側遮水壁の状況 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁の状況（参考資料） 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁の状況 東京電力 － － － － － － － －

陸側遮水壁の状況（参考資料） 東京電力 － － － － － － － －

1
0
月

1
9
日 47 陸側遮水壁（山側）の一部閉合 東京電力 － － － － － － － －

12
月

2
6
日

49 陸側遮水壁の状況 東京電力 － － － － － － － －

1
月

2
7

日

50 地下水流入対策の現状 東京電力

7
月

7
日

19 地下水流入対策の現状 東京電力 陸側遮水壁の状況について（報告事項） 東京電力

－ － － －

8
月

2
5

日

20 地下水流入対策の現状 東京電力 陸側遮水壁の維持管理運転（審議事項）
東京電力
鹿島建設

－ － － － － － － －
凍土造成 解析結果（中粒砂岩層央付近の水平断
面コンタ）

鹿島建設

－ － － － － － － － 注水確認について 鹿島建設

6
月

2
8

日

54 地下水流入対策の現状 東京電力 － － － －
SD59 を対象とした注水確認結果の再現性に関す
る解析的検討

鹿島建設

－ － － － － － － －
地中温度，地下水位変化等の状況報告
1-① 地中温度分布図

東京電力

－ － － － － － － － 互層凍結遅延箇所の凍結実績 東京電力

－ － － － － － － －
陸側遮水壁について
資料1-②地下水位の変化状況

東京電力

－ － － － － － － －
陸側遮水壁について
資料1-③ 建屋流入量・くみ上げ量等の状況

東京電力

－ － － － － － － －
陸側遮水壁について
資料1-④ 注水効果に関する事項

東京電力
鹿島建設

－ － － －

7
月

7
日

19 地下水流入対策の現状 東京電力
陸側遮水壁について
資料2 西側③閉合に関する検討

東京電力

8
月

3
0

日

55 地下水流入対策の現状 東京電力

8
月

2
5

日

20 地下水流入対策の現状 東京電力
陸側遮水壁について
資料3 維持管理運転の状況

東京電力

1
0月

3
0日 56 地下水流入対策の現状 東京電力 － － － － 陸側遮水壁の状況 東京電力

1
2
月

2
6
日 57 地下水流入対策の現状 東京電力 － － － － 内外水位差 東京電力

2
月

1
4

日

58 地下水および雨水流入対策の現状 東京電力 陸側遮水壁の現況について 東京電力
陸側遮水壁の効果に関する現時点での評価につ
いて

東京電力

3
月

30
日

59 地下水および雨水流入対策の現状 東京電力 重層的な汚染水対策の効果について 東京電力 系統毎のサブドレンくみ上げ量の経時変化 東京電力

－ － － －
重層的な汚染水対策に伴う汚染水発生量の低減
状況

東京電力 汚染⽔処理対策委員会（第21回） 資料4（抜粋） －

－ － － － 凍土壁の評価と今後の汚染水対策について（案）
汚染水処理
対策委員会

事務局
汚染水処理対策に関わる対応状況 東京電力

－ － － － 陸側遮水壁の現況について（参考資料） 東京電力
陸側遮水壁の維持管理運転の状況および地中温
度状況と今後の対応について

東京電力

－ － － － 三次元地下水浸透流解析（参考資料） 東京電力 － －
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陸側遮水壁を支える技術としては，実証試験の評価，凍土壁の成立性，平面形状・深度や

凍結プラント等の基本仕様，リチャージウェル（注水井）の成立性や設備設計，削孔や凍結順

序などの造成手順，運用方法（水位管理）の設定などを行う上で用いた解析技術（地下水流

動解析，凍結解析（熱・水連成解析），図 3-60）等の他，以下の 4 つの実証試験 1)，22)があげら

れ，技術的な課題の解決を図っている（図 3-61）。 

・実証試験①（現地盤） 

  小規模凍土方式遮水壁の造成（凍土壁の成立性） 

・実証試験②（モックアップ試験（構外），室内試験） 

埋設物貫通削孔と水密性（埋設物存在箇所での施工技術の成立性） 

・実証試験③（モックアップ試験（構外），室内試験） 

地下水流速に対する凍結（高地下水流速下での成立性，補助工法） 

・実証試験④（現地盤） 

注水井の特性（リチャージ特性の評価，成立性） 

 

 
（実証試験をモデルとした凍結の可否や閉合日数の検討） 

図 3-60 3 次元凍結解析（熱・水連成解析）の例 21)より引用・一部改変 

 中粒 

砂岩 

 互層

 山側

から

見た

凍結

領域

の鳥

瞰図 

 5 日目  10 日目  20 日目  75 日目 
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図 3-61 4 つの実証試験 1)より引用 

 

(iv) 施工 

1) 施工手順 

地下の凍結管と地上のブライン配管の施工手順を図 3-62 に示す。 
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図 3-62 陸側遮水壁の施工手順 1)より引用・一部改変 

 

2) 埋設物への対応 

 凍土ラインには，約 170 箇所の大小の埋設物横断箇所が分布している（図 3-63）。横断

箇所に対しては，埋設物の大きさ・形状，深度，隣接埋設管との位置・間隔，溜まり水の状

況などにより，表 3-14 に示す方法を用いて凍土壁の造成を行っている。 

 ①単列施工 

小規模な埋設物箇所。 

 ②複列施工 

滞留水水位や排水管などで貫通施工できない箇所では，凍結管を埋設物の軸方向に

複数本配置。 

 ③貫通施工（1） 

①，②以外の箇所で，埋設物が地下水位レベル以浅，かつ滞留水が被圧していない

箇所。 

④貫通施工（2） 

   ①，②以外の箇所で，埋設物が地下水位レベル以深，または，滞留水が被圧している

箇所。 
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図 3-63 陸側遮水壁の埋設物横断箇所 23)より引用 

 

表 3-14 埋設物への対応方法 23)より引用 
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3) 被ばく低減対策 

作業時間は施工箇所の空間線量に応じて 1 日当たり 3～4 時間とし，除染（がれき撤去，汚

染土壌の除去）や遮へい物（砕石，敷き鉄板，コンクリート・鉄板・鉛フェンス）の設置などの被

ばく低減対策が行われた（図 3-64，図 3-65）。また，ブライン配管周りの断熱材や保護鋼板

などは，工場や構外で予め組み立てたプレキャスト材を多用し，現場では，ワンタッチジョイン

トを用いるなどの工夫により作業時間の短縮が図られた（図 3-65）。 

  

 

図 3-64 被ばく低減対策の効果の例 1) より引用 

 

 

図 3-65 被ばく低減対策 1)より引用 

 

鉛フェンス 配管継手部 
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(v) 凍結順序 

 凍土壁の凍結については，地下水の建屋流入量を最小限に抑えるために，確実性の高い

凍土壁の凍結順序（閉合手順）が検討された 24)。 

 当初は建屋周りの地下水位の特徴を考慮して，全ての凍結管の凍結開始を同時に行う「4

辺同時凍結」と，流速が速く凍結に時間がかかると想定された「山側先行凍結」の 2 案が検討

されていた。 

原子力規制委員会 特定原子力施設監視・評価検討会（第 38 回）では，凍結の開始に際し

て「陸側遮水壁等の地下水流入抑制対策に関する論点整理 25）」が原子力規制庁により示さ

れ，その中の「Ⅱ.陸側遮水壁の運用に関わる論点 4.運用と地下水水位へ与える影響」で，以

下の懸念が示された。 

『陸側遮水壁には山側と海側があるが，山側からの地下水流を遮断する陸側遮水壁（山側）

の運用により，日量約 1,000t の建屋周辺への地下水の供給がなくなり，地下水位の低下な

ど大きな影響を与える』 

さらに，「4-1 陸側遮水壁（山側）を運用する場合における事前確認事項」として，以下の 3

つの論点が示された。 

1．タービン建屋等周辺の地下水位の予測に関する論点 

〇予期せぬ地下水位変動（低下）が発生した場合の凍結解除から元の地下水位に復帰

するまでの時間。 

〇地下水位変動の予測シミュレーションの妥当性（予測能力）。 

〇地下水位変動の予測シミュレーションが確実でないとすれば， 

・時間をかけた陸側遮水壁の凍結（段階的な凍結）が必要。 

・絶対下限水位（タービン建屋等の周辺の地下水位が大きく低下した場合においても，

これ以上は下がらない水位）の設定と，それを基準とした地下水位の制御方法の確立。 

〇地下水位変動予測のための境界条件設定の妥当性。 

2．タービン建屋周辺の地下水位の計測能力に関する論点について 

〇管理すべき水位として，地下水位を周辺サブドレンの最低水位，汚染水水位を建屋内

水位の最高水位とする妥当性。 

〇高線量区域の存在等による制約を踏まえた場合，建屋周辺で測定される地下水位の

測定精度を含めた確からしさ。 

〇実際の地下水位データ（サブドレンの運転実績等も含む）に基づいた地下水流入量抑

制効果。 

3．タービン建屋等内部の汚染水水位の制御能力に関する論点 

〇建屋周辺の地下水位の変動速度に対し，漏えいが防止できる十分な建屋内滞留水位

の制御能力（速度，水位変動幅など）。 

〇地下水位制御のための規定運用ルール。 

 

また，安全確保の観点から，山側の陸側遮水壁は運用せず，陸側遮水壁は海側を凍結す

べきとの指摘もなされている（「4-2 陸側遮水壁（山側）を運用しない場合における事前確認事

項」）。 
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凍結順序は，これらの論点の検討（検討の詳細は，汚染水処理対策委員会 陸側遮水壁タ

スクフォース，第 13 回～第 18 回資料 24），26）～33)を参照），及び以下の①～③の状況を勘案し

た総合的な再評価が行われた結果，海側から凍結を開始し海側の凍土壁の閉合を先行して

完成させ，その他の 3 辺については段階的な凍結による閉合を行うことが決定された 34)～37)

（表 3-15，図 3-66）。 

①建屋内滞留水の水位と周辺地下水の水位の逆転を回避することが最重要。 

②サブドレンの運転及び海側遮水壁閉合後の水位挙動の検討から，建屋周辺から

T.P.+2.5m 盤への地下水の回り込みを抑制するニーズが高まったこと。 

③陸側遮水壁海側の施工がすでに完了していること。 

 

実際の凍結に際しては，フェーズ 1（海側と山側の一部（北側）を凍結）からフェーズ 2 への

移行（山側の北～西～南側の凍結）及び第 2 段階（山側の部分的な未凍結箇所の凍結）への

移行は，凍結状態の確認，建屋水位と地下水位との関係，凍土壁内側と外側の地下水位の

関係（水位差）などについての慎重な評価を行った後，次段階への移行を実施することとなっ

た。 
 

表 3-15 凍結の順序 37)より引用 
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図 3-66 場所別の凍結順序 38)より引用 

 
(vi) 水位管理 

 陸側遮水壁内側の凍結開始後の水位管理は，凍結開始前と同様に建屋内滞留水の周辺

地盤への漏えいを発生させないことを基本方針 39)として実施されている（図 3-67）。 

 陸側遮水壁内側の地下水位のコントロールは，サブドレン（地下水の汲上げ設備，42 箇所）

とリチャージウェル（注入井， 33 孔）で行われる（図 3-68）。 

水位管理は，サブドレン・地下水ドレンの運転と海側遮水壁の閉合を行う条件で，陸側遮水

壁の凍結（凍結の順序や凍結状態），サブドレンの運転水位（汲上げ水位），建屋水位に対す

る建屋周辺の地下水位の変化，建屋流入量やサブドレン汲上げ量の変化等のシミュレーショ

ン結果に基づいたシナリオ（図 3-69）を設定して，具体的な水位管理方法を定めている（表 

3-16）。 

なお，地下水位の監視は，既存の観測孔を含め不圧地下水（中粒砂岩（Ⅰ層））で 69 孔（観

測孔 36 孔，注水井 33 孔），被圧地下水（互層（Ⅲ層），泥質部（Ⅳ層）中の粗粒・細粒砂岩）で

53 孔の観測孔が配置された（図 3-68）。 
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図 3-67 水位管理の基本方針 39)より引用 

 

 

図 3-68 サブドレン，リチャージウェル（注入井）及び地下水位観測孔（不圧 

地下水）配置図 40)より引用 
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図 3-69 水位管理の基本シナリオ 39)より引用 

 

表 3-16 水位管理の方法 39)より引用 

 
 

(vii) 陸側遮水壁の効果 

東京電力は，実測値の評価（表 3-17）及び実測値の分析により陸側遮水壁の効果の評価

を行っている。また，評価結果は，汚染水処理対策委員会（第 21 回，2018 年 3 月 7 日）41)，42）
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で報告が行われた。 

表 3-17 実測値に基づく評価項目一覧表 40)より引用 

 
 

1) 実測値による評価 
①陸側遮水壁は 2017 年 8 月に最終閉合箇所の凍結を開始し，現時点（2018 年 2 月 26

日）では，深部の互層部，細粒・粗粒砂岩層の一部を除き，地中温度が 0℃を下回ってお

り，深部の一部を除き陸側遮水壁は完成している（図 3-70，図 3-71）。 
 

 

図 3-70 凍結状況（地中温度分布）と未凍結箇所の温度状況 41)より引用・作成 

未凍結箇所 
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図 3-71 凍結状況（掘削調査，2018 年 3 月 15 日）38)より引用 

 
②陸側遮水壁の山側では，平均的に約 4～5m の内外水位差が形成され，山側からの地

下水が迂回して陸側遮水壁内側エリアへの地下水供給が抑制されているものと考えら

れた（図 3-72，図 3-73）。また，陸側遮水壁閉合以前に確認された地下水位変動時

の内外での圧力伝播は，閉合以降には確認されず遮水性が認められた（図 3-74）。 
 

 

図 3-72 陸側遮水壁内外の地下水位分布の推移 41)より引用 

 

 

図 3-73 陸側遮水壁内外の地下水位分布（掘削調査，2018 年 3 月 15 日）38)より引用 
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図 3-74 陸側遮水壁内外における地下水位変動の伝播特性 41)より引用 

 
③遮水壁閉合前と現時点（2018 年 1 月 17 日）を比較すると，サブドレン汲上げ量や建屋流

入量等は以下のように低減している。 

【サブドレン汲上げ量】 

・汲上げ量は降雨条件が異なるものの，サブドレンの稼働率が比較的高かった時期

（2017 年 3 月～8 月）の平均汲上げ量約 530m³／日に対して，現状（2017 年 12 月～

2018 年 2 月）では約 350m³／日まで低減している（図 3-75）。 

・サブドレン汲上げ能力は，サブドレン信頼性向上対策の実施により段階的に向上（汲上

げ量の増加）してきた。また，サブドレンの汲上げ水位（L 値）も段階的に引き下げてき

ているが（引き下げにより汲上げ量は増加する），汲上げ量は減少してきている。このこ

とは，段階的な閉合に伴う遮水効果の発現と考えられる。 
 

 

図 3-75 サブドレン汲上げ量 41)より引用 
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【T.P.+2.5m 盤（地下水ドレン，ウェルポイント）汲上げ量】 

T.P.+2.5m 盤の汲上げ量は，凍結閉合前の約 370m³／日から現状（2017 年 12 月～

2018 年 2 月）では約 60m³／日にまで減少しており，2018 年 2 月 25 日には既往最少の

14m³／日となった（図 3-76）。 

 

 

図 3-76 T.P.+2.5m 盤（地下水ドレン，ウェルポイント）汲上げ量 41)より引用 

 

【建屋流入量】 

建屋流入量（建屋への雨水・地下水流入量）は，各低減対策（地下水バイパス，フェー

シング，サブドレン及び陸側遮水壁）の実施により，対策実施前には約 400m3／日であっ

たものが，陸側遮水壁閉合前には約 190m3／日と低減してきており，大雨による一時的

な増加はあるものの，凍結開始後（2017 年 12 月～2018 年 2 月）では約 90m3／日まで減

少している。（図 3-77）。 

 

 

図 3-77 建屋への雨水・地下水流入量 41)より引用・一部改変 

 

＊)月ごとの「建屋への地下水・雨水等流入量」毎週の評価値より算出
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これらの実測値から，建屋周辺の地下水位は陸側遮水壁閉合前より低い水位（建屋内滞留

水の水位よりも高い）で安定的な管理がなされるようになり，サブドレン汲上げ量，護岸エリア

（T.P.+2.5m 盤）の汲上げ量の減少，さらに，サブドレンの効果とも相まった建屋流入量の抑制

効果が認められた。 

汚染水発生量について，東京電力は凍土壁閉合前に比べ約 27%程度（約 520m3／日⇒約

140m3／日）に低減しているものと評価している（図 3-78）。 

 

 

図 3-78 重層的な汚染水対策の効果 42)より引用 
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2) 水収支による陸側遮水壁内側への地下水供給量の評価 

陸側遮水壁内側への地下水等の供給量については，図 3-79 に示す実測値を基にした水

収支による評価が行われた。 

遮水壁閉合前の評価値を 2015 年 12 月~2016 年 2 月までの平均値とし，現時点の評価値

を 2017 年 12 月～2018 年 2 月の平均値として比較すると，以下のような評価ができるとしてい

る（図 3-79）42)。 

・陸側遮水壁内側への地下水等の供給量（F）は，約 830m³／日から約 390m³／日に低減 

・陸側遮水壁海側への地下水等の移動量（C）は，約 350m³／日から約 60m³／日に低減 

 

 

図 3-79 凍結開始前と現状の陸側遮水壁内側への地下水供給量の比較 41)より引用 

 

3) 陸側遮水壁単体の効果の推定 

陸側遮水壁とサブドレン等は同時に実施していることから，陸側遮水壁単体の効果はその

他の対策の効果と切り分けて評価する必要があるが，この場合，地下水位（サブドレン水位）を

一定にするなど，一定の仮定を設けた試算を行う必要がある。このため，現時点（2017 年 12

月 1 日～2018 年 2 月 8 日）の各サブドレン水位の平均を用いた 3 次元浸透流解析により，陸

側遮水壁がない場合のシミュレーションを行い，実測値との差分が陸側遮水壁単体の効果と

して評価できるとして，陸側遮水壁単体の効果を推定している（図 3-80）。 

解析結果からは，建屋への雨水・地下水流入量，サブドレン・T.P.+2.5m 盤の汲上げ量は，

合計 566m3/日低減したものと評価している。 
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図 3-80 陸側遮水壁単体の効果の推定 

 

なお，東京電力は以上の陸側遮水壁の効果の評価に基づいて，陸側遮水壁造成の完了を

第 21 回 汚染水処理対策委員会（2018 年 3 月 7 日）で報告している 41)。

3 次元浸透流解析結果 43)より引用・一部改変 

陸側遮水壁単体の効果 42)より引用・一部改変 
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(d) フェーシング 

フェーシングには雨水の地下浸透を抑制して建屋への地下水流入量を低減する効果と，

敷地内の空間線量率低減効果が期待され（図 3-81），汚染水処理対策委員会では，地下水

流入抑制のための重層的な対策として，「広域的なフェーシング」，または「追加的な遮水とそ

の内側のフェーシング」の実施が重要と位置づけられている 1)。 

 

 

図 3-81 フェーシングの効果 2)より引用・一部改変 

 

「広域的なフェーシング」は敷地全域のうち施工可能なエリアを対象に，「追加的な遮水とそ

の内側のフェーシング」は陸側・海側遮水壁で囲まれたエリアを対象として，図 3-82 に示す範

囲の施工が完了している。O.P.+10m 盤（凍土壁で囲まれた範囲）のフェーシングについては，

廃炉作業の進捗にあわせて実施する計画としている。 

 

 

図 3-82 フェーシング施工エリア 3)より引用 
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フェーシングは，平地部と法面部に施工区分される（図 3-83）。平地部フェーシングの施工

手順を図 3-84 に，法面部フェーシングの施工手順を図 3-85 に示す。 
   

 

図 3-83 フェーシングの施工手順 2)より引用 

 

 

 

図 3-84 平地部フェーシングの施工手順 4)より引用 
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図 3-85 法面部フェーシングの施工手順 5)より引用 

 

施工箇所のうち 1～4 号機建屋西（山）側に位置する O.P.+10～35m の法面は，水素爆発に

よる高線量のがれきが多量に残置され汚染が著しく，さらに急勾配のため施工が厳しいエリア

である。このため，45,500m2 の法面部については，モルタル吹付けを主体とした施工が実施さ

れた（図 3-83）。 

施工に先立って実施した現況調査（図 3-86）では，図 3-87 に示すエリア③～⑤の法面内

に高線量の飛散がれきが多く分布し，エリア⑩，⑪の法尻付近には津波によって流されたが

れきが数多く残っていた。また，法面上段では地層境界からの湧水が確認された。 

 

 

図 3-86 現況調査の状況（覆土厚調査）5)より引用 
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図 3-87 法面フェーシング現況調査範囲 5)より引用 

 

フェーシングは，耐久性，遮水性，遮へい性，施工性の観点からモルタル吹付け工法が採

用された。吹付け厚さは一般的には 8～10cm であるが，法面フェーシングには遮へい効果も

期待されている。 

吹付けコンクリートの遮へい効果については，「市町村による除染実施ガイドライン」6)で覆

土やコンクリート厚さと放射線遮へい効果の関係が示されており（表 3-18），コンクリート厚さが

10cm の場合では，放射線が 79%低減するとされている。 

この関係から，モルタル吹付け前の地表面の線量と吹付け後の線量の関係を試算した結果

（表 3-18），吹付け後の表面線量率を 5μSv／h 以下とするために吹付け厚さを 10cm とした。

なお，表面線量率が高く 5μSv／h 以下とならない箇所については，表土除去厚さの増加，吹

付け厚さの増加による対応を行い 5μSv／h 以下を確保している。 

吹付けモルタルは短繊維混入モルタルとした（表 3-19）。短繊維混入モルタルは，一般的

なモルタルに比べてクラックの発生が抑制され遮水性が向上するだけでなく，ラス金網の設置

が不要となるため，工期短縮による作業員の被ばく量を低減する効果が得られる。 

 

表 3-18 コンクリート厚さと放射線遮へい効果 

 

コンクリート厚さと放射線 

遮へい効果 6)より引用
 

吹付け後の表面線量の試算 5)より引用 
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表 3-19 モルタル吹付け工法の仕様 5)より引用 

 
 

法面では、上段の地層境界からの湧水が発生していた。法面に所定の間隔で水抜き孔を

設置する一般的な湧水対策の場合，水抜き孔周辺からクラックが発生し遮水性に影響がある

と考えられたため，裏面排水工による方法を採用した（図 3-88）。また，法面への雨水に対し

ては，全て法面下端の排水側溝で処理すること（地山への供給をカットする）としたが，既存の

排水側溝では処理能力が不足するため，排水側溝の増設を行い法面への雨水を全て排水処

理可能となる仕様とした。 

 

 

図 3-88 裏面排水工（イメージ）5)より引用 

 

高線量環境下，急勾配での施工の特徴・工夫としては，次の事項があげられる。 

①表土除去工の遠隔自動化 

表土除去作業は，施工性，被ばく防護性，汎用性，国内実績，遠隔操作性等の観

点からの比較検討により，急斜面用バックホウ（Rock Climbing Machine（RCM））を採

用した（図 3-89）。線量の高いエリアにおいては，作業員の被ばく量低減のため遠隔

操作による自動運転が行われた。 

②がれき撤去工の効率化 

建屋西側に位置するエリア③～⑤（図 3-87）には，多くの高線量がれきが飛散して

いた。がれきは建屋外壁の金属材料が多かったことから，作業員の被ばく量低減と作

業の効率化のため，電磁式大型磁石を用いたリフテイングマグネットをクレーンに吊り

下げてがれき回収作業を行った（図 3-90）。これにより，作業員が高線量がれきに近づ

くことなく，効率的にがれきを回収することが可能となった。 

③モルタル吹付け工の機械化 

通常はモルタル吹付けを人力で行っているが（図 3-91），法尻に重機の設置スペー

スが確保できるエリアでは，作業の効率化と高線量エリアにおける作業員の被ばく量低
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減のため，吹付けロボット（Robo-Shot）による施工が行われた（図 3-92）。吹付けロボッ

トは最大で人力の 5 倍程度の作業能力を有しており，作業の大幅な効率化と高線量エ

リアでの作業員の被ばく量低減に寄与した。 

 

 

図 3-89  RCM による施工状況 5)より引用 

 

 

図 3-90 がれき撤去装置と施工状況 5)より引用 

 

 

図 3-91  吹付けの施工状況（人力施工）5)より引用 
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図 3-92 吹付けロボット（Robo-Shot）による施工 5)より引用 

 

 

吹付けの施工状況 Robo-Shot の吹き付け部 
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